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規   則 
                    

 次に掲げる規則を公布する。 

  令和８年８月31日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 

世田谷区規則第75号 

 世田谷区庁舎管理規則の一部を改正する

規則 

世田谷区規則第76号 

 世田谷区指定地域密着型サービスの事業

の人員等の基準等に関する条例の施行及

び指定地域密着型サービス事業所の指定

等に関する規則の一部を改正する規則 

世田谷区規則第77号 

 世田谷区心身障害者福祉手当条例施行規

則の一部を改正する規則 

世田谷区規則第78号 

 世田谷区保健所長委任規則の一部を改正

する規則 

世田谷区規則第79号 

 世田谷区歯科技工士法施行細則の一部を

改正する規則 

世田谷区規則第80号 

 世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例

施行規則の一部を改正する規則 

                    

世田谷区庁舎管理規則の一部を改正

する規則 

 世田谷区庁舎管理規則（平成17年２月世

田谷区規則第６号）の一部を次のように改

正する。 

 第２条中「別表」を「別表第１」に改め

る。 

 第５条第１項に次の３号を加える。 

 ⑶ 本庁舎地下駐車場及び本庁舎東棟展

望ロビーを利用する場合 

 ⑷ 庁舎を借り受けて営業する店舗を利

用する場合 

 ⑸ 区民利用・交流拠点施設（別表第２

に定めるものをいう。以下同じ。）を利

用する場合 

 第５条第２項ただし書を次のように改め

る。 

  ただし、休日を除く日に職員が登庁す

る場合及び前項第３号から第５号までの

いずれかに該当する場合は、この限りで

ない。 

 第７条に次のただし書を加える。 

  ただし、庁舎管理者が指定する委託事

業者その他の者が確認する場合は、この

限りでない。 

 第12条第１項ただし書中「及び展望ロビ

ー」を「、展望ロビー及び２階飲食スペー

ス」に改め、同条第２項中「庁舎管理者」

の次に「（区民利用・交流拠点施設において

は、生活文化政策部市民活動推進課長を含

む。以下第５項から第７項までにおいて同

じ。）」を加える。 

 別表本庁舎（梅丘分庁舎、分庁舎（ノバ

ビル）、城山分庁舎及び二子玉川分庁舎並び

に区議会の用に供する部分を除く。）の項中

「本庁舎（梅丘分庁舎、分庁舎（ノバビル）、

城山分庁舎及び二子玉川分庁舎並びに区議

会の用に供する部分を除く。）」を「本庁舎

（梅丘分庁舎、城山分庁舎及び二子玉川分

庁舎並びに区議会の用に供する部分を除

く。）」に改め、同表本庁舎（分庁舎（ノバ

ビル）に限る。）の項を削り、同表を別表第

１とし、同表の次に次の１表を加える。 

 別表第２（第５条関係） 

区民利用・交流拠

点施設 

庁舎内の所在 

区民交流スペース 本庁舎東棟１階 

区民交流室 本庁舎東棟２階及び

西棟２階 

広場 本庁舎広場 

ピロティ 本庁舎東棟ピロティ 

屋上庭園 本庁舎東棟６階 

エントランスホー

ル 

本庁舎東棟１階及び

Ｍ１階 

   附 則 

 この規則は、令和８年９月１日から施行

する。ただし、別表本庁舎（梅丘分庁舎、

分庁舎（ノバビル）、城山分庁舎及び二子玉

川分庁舎並びに区議会の用に供する部分を

除く。）の項の改正規定及び同表本庁舎（分

庁舎（ノバビル）に限る。）の項を削る改正

規定は、同年11月１日から施行する。 

                    

世田谷区指定地域密着型サービスの

事業の人員等の基準等に関する条例

の施行及び指定地域密着型サービス

事業所の指定等に関する規則の一部

を改正する規則 

世田谷区指定地域密着型サービスの事業

の人員等の基準等に関する条例の施行及び

指定地域密着型サービス事業所の指定等に

関する規則（平成25年３月世田谷区規則第

７号）の一部を次のように改正する。 

第２号様式を次のように改める。 

様式省略 

   附 則 

 この規則は、令和８年９月１日から施行

する。 

                    

   世田谷区心身障害者福祉手当条例施

行規則の一部を改正する規則 

 世田谷区心身障害者福祉手当条例施行規

則（昭和59年３月世田谷区規則第15号）の

一部を次のように改正する。 

 第３条各号中「3,661,000円」を「3,758,000

円」に改める。 

   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則による改正後の第３条の規定

は、令和８年８月以後の月分の世田谷区

心身障害者福祉手当（以下「手当」とい

う。）の支給の制限について適用し、同月

前の月分の手当の支給の制限については、

なお従前の例による。 

                    

世田谷区保健所長委任規則の一部を

改正する規則 

世田谷区保健所長委任規則（昭和50年４

月世田谷区規則第33号）の一部を次のよう

に改正する。 

別表36の項各号列記以外の部分中「とい

う。）」の次に「及び歯科技工士法施行規則

（昭和30年厚生省令第23号。以下この項に

おいて「省令」という。）」を加え、同項に

次の１号を加える。 

⑺ 省令第13条第３項の規定による歯科

技工所番号の通知 

   附 則 

この規則は、令和８年10月１日から施行

する。 

                    

   世田谷区歯科技工士法施行細則の一

部を改正する規則 

世田谷区歯科技工士法施行細則（平成９

年３月世田谷区規則第63号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条中「昭和30年厚生省令第23号」の

次に「。以下「省令」という。」を加える。 

第２条の見出し中「届出」を「届出等」

に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 省令第13条第３項の規定による歯科技

工所番号の通知は、歯科技工所番号通知

書（第１号の２様式）により行うものと

する。 

第１号様式の次に次の１様式を加える。 

様式省略 

   附 則 

１ この規則は、令和８年10月１日から施

行する。ただし、次項の規定は、公布の

日から施行する。 

２ 歯科技工士法施行規則の一部を改正す

る省令（令和８年厚生労働省令第63号）

附則第３条に規定する通知は、この規則

による改正後の第２条第３項の規定の例

による。 

                    

   世田谷区ユニバーサルデザイン推進

条例施行規則の一部を改正する規則 

 世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例

施行規則（平成19年４月世田谷区規則第55

号）の一部を次のように改正する。 

 第11条第６項第２号、第３号及び第５号

中「不特定若しくは」を「不特定かつ」に

改め、同条第７項中「及び別表第２」を「並

びに別表第３及び別表第４」に、「若しくは」

を「かつ」に改め、同条第８項中「別表第

２」の次に「及び別表第３」を加え、「「不

特定若しくは」を「別表第３中「不特定か

つ」に改め、同条第９項中「別表第２」の

次に「及び別表第３」を、「別表第12の１の

項第１号」の次に「及び別表第13の１の項

第１号」を、「、別表第12」の次に「及び別

表第13」を加える。 

 別表第２の８の項を次のように改める。

 

８ 便所 ⑴ 不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所は次に掲げるもの

とすること。 

ア 出入口及び床面に段差を設けないこと。 
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規   則 
                    

 次に掲げる規則を公布する。 

  令和８年８月31日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 

世田谷区規則第75号 

 世田谷区庁舎管理規則の一部を改正する

規則 

世田谷区規則第76号 

 世田谷区指定地域密着型サービスの事業

の人員等の基準等に関する条例の施行及

び指定地域密着型サービス事業所の指定

等に関する規則の一部を改正する規則 

世田谷区規則第77号 

 世田谷区心身障害者福祉手当条例施行規

則の一部を改正する規則 

世田谷区規則第78号 

 世田谷区保健所長委任規則の一部を改正

する規則 

世田谷区規則第79号 

 世田谷区歯科技工士法施行細則の一部を

改正する規則 

世田谷区規則第80号 

 世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例

施行規則の一部を改正する規則 

                    

世田谷区庁舎管理規則の一部を改正

する規則 

 世田谷区庁舎管理規則（平成17年２月世

田谷区規則第６号）の一部を次のように改

正する。 

 第２条中「別表」を「別表第１」に改め

る。 

 第５条第１項に次の３号を加える。 

 ⑶ 本庁舎地下駐車場及び本庁舎東棟展

望ロビーを利用する場合 

 ⑷ 庁舎を借り受けて営業する店舗を利

用する場合 

 ⑸ 区民利用・交流拠点施設（別表第２

に定めるものをいう。以下同じ。）を利

用する場合 

 第５条第２項ただし書を次のように改め

る。 

  ただし、休日を除く日に職員が登庁す

る場合及び前項第３号から第５号までの

いずれかに該当する場合は、この限りで

ない。 

 第７条に次のただし書を加える。 

  ただし、庁舎管理者が指定する委託事

業者その他の者が確認する場合は、この

限りでない。 

 第12条第１項ただし書中「及び展望ロビ

ー」を「、展望ロビー及び２階飲食スペー

ス」に改め、同条第２項中「庁舎管理者」

の次に「（区民利用・交流拠点施設において

は、生活文化政策部市民活動推進課長を含

む。以下第５項から第７項までにおいて同

じ。）」を加える。 

 別表本庁舎（梅丘分庁舎、分庁舎（ノバ

ビル）、城山分庁舎及び二子玉川分庁舎並び

に区議会の用に供する部分を除く。）の項中

「本庁舎（梅丘分庁舎、分庁舎（ノバビル）、

城山分庁舎及び二子玉川分庁舎並びに区議

会の用に供する部分を除く。）」を「本庁舎

（梅丘分庁舎、城山分庁舎及び二子玉川分

庁舎並びに区議会の用に供する部分を除

く。）」に改め、同表本庁舎（分庁舎（ノバ

ビル）に限る。）の項を削り、同表を別表第

１とし、同表の次に次の１表を加える。 

 別表第２（第５条関係） 

区民利用・交流拠

点施設 

庁舎内の所在 

区民交流スペース 本庁舎東棟１階 

区民交流室 本庁舎東棟２階及び

西棟２階 

広場 本庁舎広場 

ピロティ 本庁舎東棟ピロティ 

屋上庭園 本庁舎東棟６階 

エントランスホー

ル 

本庁舎東棟１階及び

Ｍ１階 

   附 則 

 この規則は、令和８年９月１日から施行

する。ただし、別表本庁舎（梅丘分庁舎、

分庁舎（ノバビル）、城山分庁舎及び二子玉

川分庁舎並びに区議会の用に供する部分を

除く。）の項の改正規定及び同表本庁舎（分

庁舎（ノバビル）に限る。）の項を削る改正

規定は、同年11月１日から施行する。 

                    

世田谷区指定地域密着型サービスの

事業の人員等の基準等に関する条例

の施行及び指定地域密着型サービス

事業所の指定等に関する規則の一部

を改正する規則 

世田谷区指定地域密着型サービスの事業

の人員等の基準等に関する条例の施行及び

指定地域密着型サービス事業所の指定等に

関する規則（平成25年３月世田谷区規則第

７号）の一部を次のように改正する。 

第２号様式を次のように改める。 

様式省略 

   附 則 

 この規則は、令和８年９月１日から施行

する。 

                    

   世田谷区心身障害者福祉手当条例施

行規則の一部を改正する規則 

 世田谷区心身障害者福祉手当条例施行規

則（昭和59年３月世田谷区規則第15号）の

一部を次のように改正する。 

 第３条各号中「3,661,000円」を「3,758,000

円」に改める。 

   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則による改正後の第３条の規定

は、令和８年８月以後の月分の世田谷区

心身障害者福祉手当（以下「手当」とい

う。）の支給の制限について適用し、同月

前の月分の手当の支給の制限については、

なお従前の例による。 

                    

世田谷区保健所長委任規則の一部を

改正する規則 

世田谷区保健所長委任規則（昭和50年４

月世田谷区規則第33号）の一部を次のよう

に改正する。 

別表36の項各号列記以外の部分中「とい

う。）」の次に「及び歯科技工士法施行規則

（昭和30年厚生省令第23号。以下この項に

おいて「省令」という。）」を加え、同項に

次の１号を加える。 

⑺ 省令第13条第３項の規定による歯科

技工所番号の通知 

   附 則 

この規則は、令和８年10月１日から施行

する。 

                    

   世田谷区歯科技工士法施行細則の一

部を改正する規則 

世田谷区歯科技工士法施行細則（平成９

年３月世田谷区規則第63号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条中「昭和30年厚生省令第23号」の

次に「。以下「省令」という。」を加える。 

第２条の見出し中「届出」を「届出等」

に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 省令第13条第３項の規定による歯科技

工所番号の通知は、歯科技工所番号通知

書（第１号の２様式）により行うものと

する。 

第１号様式の次に次の１様式を加える。 

様式省略 

   附 則 

１ この規則は、令和８年10月１日から施

行する。ただし、次項の規定は、公布の

日から施行する。 

２ 歯科技工士法施行規則の一部を改正す

る省令（令和８年厚生労働省令第63号）

附則第３条に規定する通知は、この規則

による改正後の第２条第３項の規定の例

による。 

                    

   世田谷区ユニバーサルデザイン推進

条例施行規則の一部を改正する規則 

 世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例

施行規則（平成19年４月世田谷区規則第55

号）の一部を次のように改正する。 

 第11条第６項第２号、第３号及び第５号

中「不特定若しくは」を「不特定かつ」に

改め、同条第７項中「及び別表第２」を「並

びに別表第３及び別表第４」に、「若しくは」

を「かつ」に改め、同条第８項中「別表第

２」の次に「及び別表第３」を加え、「「不

特定若しくは」を「別表第３中「不特定か

つ」に改め、同条第９項中「別表第２」の

次に「及び別表第３」を、「別表第12の１の

項第１号」の次に「及び別表第13の１の項

第１号」を、「、別表第12」の次に「及び別

表第13」を加える。 

 別表第２の８の項を次のように改める。

 

８ 便所 ⑴ 不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所は次に掲げるもの

とすること。 

ア 出入口及び床面に段差を設けないこと。 
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イ 床面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

⑵ 不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所の数及び配置は、

次に掲げるものとすること。 

ア 次に掲げる建築物における不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利

用する便所の数は、これらの者が利用する階（イに掲げる階を除く。）の階数に相当する数以上設け

ること。 

（ア） 病院又は診療所（患者の収容施設を有するものに限る。） 

（イ） 診療所（患者の収容施設を有しないものに限る。）のうち床面積の合計が200平方メートル以上の

もの 

（ウ） 助産所、施術所又は薬局（医薬品の販売業を併せて行うものを除く。）のうち床面積の合計が200

平方メートル以上のもの 

（エ） 保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用する官公署 

（オ） 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類する施設 

（カ） 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類する施設 

（キ） 学校その他これらに類する施設 

（ク） 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合の用に供

するもの 

（ケ） 自動車の駐車のための施設又は自動車の停留のための施設（一般公共の用に供されるものに限る。）

のうち床面積の合計が500平方メートル以上のもの 

（コ） 自動車修理工場又は自動車洗車場のうち床面積の合計が200平方メートル以上のもの 

（サ） 自動車教習所のうち床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの 

（シ） 給油取扱所のうち床面積の合計が200平方メートル以上のもの 

（ス） 公衆便所 

（セ） 区民会館、区民センター又は区立地区会館 

（ソ） 公会堂及び集会場・冠婚葬祭施設（１の集会室の床面積が200平方メートルを超えるものに限る。）

その他これらに類する施設 

（タ） 集会場・冠婚葬祭施設（すべての集会室の床面積が200平方メートル以下のものに限る。）のうち

床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの 

（チ） 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗のうち床面積の合計が200平方メートル以上

のもの 

（ツ） 卸売市場のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

（テ） 飲食店のうち床面積の合計が200平方メートル以上のもの 

（ト） 郵便局又は理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス

業を営む店舗のうち床面積の合計が200平方メートル以上のもの 

（ナ） 一般ガス事業、一般電気事業又は電気通信事業の用に供する営業所、学習塾、華道教室、囲碁教

室その他これらに類するもののうち床面積の合計が200平方メートル以上のもの 

（ニ） ホテル、旅館その他これらに類する施設のうち床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの 

（ヌ） 劇場、観覧場、映画館、演芸場その他これらに類する施設のうち床面積の合計が1,000平方メート

ル以上のもの 

（ネ） 博物館、美術館、図書館その他これらに類する施設 

（ノ） 展示場又はこれに類する施設のうち床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの 

（ハ） 体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する施設のうち床面積の合計が1,000平方メート

ル以上のもの 

（ヒ） キャバレー、料理店、ナイトクラブ又はダンスホールその他これらに類する施設のうち床面積の

合計が1,000平方メートル以上のもの 

（フ） 公衆浴場又はこれに類する施設のうち床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの 

（ヘ） 事務所（他の施設に附属するものを除く。）のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

（ホ） 工場（自動車修理工場を除く。）又はこれに類する施設のうち床面積の合計が2,000平方メートル

以上のもの 

（マ） 公共用歩廊のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

（ミ） 地下街又はこれに類する施設のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

（ム） 複合施設のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

イ 不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する階として除くものは、

次に掲げるものとすること。 

（ア） 直接地上へ通ずる出入口のある階であって、不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高

齢者、障害者等が利用する便所を１以上設ける施設が同一敷地内の当該出入口に近接する位置にあ

るもの 

（イ） 不特定若しくは多数の者又は高齢者、障害者等が利用する部分の床面積が著しく小さい階、不特

定若しくは多数の者又は高齢者、障害者等の滞在時間が短い階その他の建築物の管理運営上不特定

若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所を設けないことがやむ

を得ないと認められる階 

ウ 不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所の配置基準は、

特定の階に偏ることなく設けることその他の不特定若しくは多数の者又は高齢者、障害者等が利用す

る上で支障がない位置に設けること。 

⑶ 不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所には、次に掲げる

車椅子使用者用便房（男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便
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房）を設けること。 

ア 前号の規定により同号に規定する便所を設ける階（以下この項において「便所設置階」という。）

においては、当該便所のうち１以上（次に掲げる（ア）の場合にあっては、（ア）に定める数以上）に、車椅

子使用者用便房を１以上設けること。ただし、車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支

障がないものとして次に掲げる（イ）の場合は、この限りでない。 

（ア） 当該階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、当該床面積の区分に応じ、次の

Ａ又はＢに定める数。ただし、当該数が便所設置階に設ける前号に規定する便所（車椅子使用者用

便房のみを設けるものを除く。）の数を超える場合にあっては、当該便所の数とすること。 

Ａ 便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超え、40,000平方メートル以下の場合 ２ 

Ｂ 便所設置階の床面積が40,000平方メートルを超える場合 当該床面積に相当する数に20,000分

の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数） 

（イ） 車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支障がないものは、次のいずれかに該当する

ものとすること。 

Ａ 便所設置階が直接地上へ通ずる出入口のある階であり、かつ、車椅子使用者用便房を１以上（当

該車椅子使用者用便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれ１以上）設

ける施設が同一敷地内の当該出入口に近接する位置にある場合 

Ｂ 便所設置階の前号に規定する便所に設けるべき車椅子使用者用便房の全部又は一部を、当該便

所設置階以外の便所設置階の同号に規定する便所に設ける場合 

Ｃ 次のａ又はｂに掲げる便所設置階の区分に応じ、当該ａ又はｂに定める場合 

ａ 男子用の前号に規定する便所のみを設ける便所設置階 同号に規定する便所のうち１以上（当

該便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、（ア）に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、男子用の車椅子使用者用便房を１以上設ける

場合 

ｂ 女子用の前号に規定する便所のみを設ける便所設置階 同号に規定する便所のうち１以上（当

該便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、（ア）に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、女子用の車椅子使用者用便房を１以上設ける

場合 

Ｄ 床面積が1,000平方メートル未満の便所設置階を有する建築物に、床面積が1,000平方メートル

未満の階の床面積の合計に1,000分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた数）（1,000平方メートル未満の便所設置階（車椅子使用者用便房のみを設け

る前号に規定する便所のみを設けるものを除く。）の階数に相当する数を超える場合にあっては、

当該階数に相当する数）にア本文の規定により床面積が1,000平方メートル以上の便所設置階に設

けるべき車椅子使用者用便房の数を加えた数（（イ）Ａに規定する施設が（イ）Ａに規定する位置にある

場合にあっては、当該数から当該施設に設ける車椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房に

男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）の数を差し

引いた数）以上の車椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房（男子用の前号に規定する便所

及び女子用の同号に規定する便所を設ける階に設けるものに限る。）に男子用及び女子用の区別

を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）を設ける場合 

イ 前号に定めるもののほか、不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利

用する便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上は、車椅子使用者用便房を１以上設けること。 

ウ 車椅子使用者用便房は、次に掲げる構造のものとすること。 

（ア） 腰掛便座、手すり等が適切に配置されていること。 

（イ） 車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間が確保されていること。 

（ウ） 車椅子使用者用便房以外の便房に近接し、分かりやすく利用しやすい位置に設けること。 

（エ） 車椅子使用者用便房及び便所の出入口には、当該車椅子使用者用便房の設備及び機能を表示する

こと。 

⑷ 不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所を設ける場合には、

当該便所のうち１以上（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ１以上）は、次に掲げるもの

とすること。 

ア 便所内に、高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有するオストメイト対応汚物流し等の水

洗器具を設けた便房を１以上設け、当該便房及び便所の出入口には、その旨の表示を行うこと。 

イ 便所内に、ベビーチェアその他の乳幼児を座らせることができる設備を設けた便房を１以上設け、

当該便房及び便所の出入口には、その旨の表示を行うこと。 

ウ 便所内に、ベビーベッドその他の乳幼児のおむつ交換をすることができる設備を設け、当該便所の

出入口には、その旨の表示を行うこと（他におむつ交換をすることができる場所を設ける場合を除く。）。 

エ 便所内に車椅子使用者用便房以外の便房を設ける場合には、そのうち１以上は、次に掲げる構造の

便所とすること。 

（ア） 大便器は、１以上を腰掛式の大便器とすること。 

（イ） （ア）の規定により設けられた大便器のある便房の１以上に、手すりを設けること。 

オ 便所内に男子用小便器を設ける場合には、そのうち１以上は、次に掲げる構造の便所とすること。 

（ア） 小便器は、１以上を床置式の小便器、壁掛式の小便器（受け口の高さが35センチメートル以下の

ものに限る。）その他これらに類する小便器とすること。 

（イ） （ア）の規定により設けられた小便器の１以上の付近に、手すりを設けること。 

⑸ 第３号ウ（エ）及び前号アからウまでの表示は、高齢者、障害者等の見やすい位置に設け、内容が容易に

識別することができるものとすること（当該内容が日本産業規格Ｚ8210に定められているときは、これ

に適合すること。）。 
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房）を設けること。 

ア 前号の規定により同号に規定する便所を設ける階（以下この項において「便所設置階」という。）

においては、当該便所のうち１以上（次に掲げる（ア）の場合にあっては、（ア）に定める数以上）に、車椅

子使用者用便房を１以上設けること。ただし、車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支

障がないものとして次に掲げる（イ）の場合は、この限りでない。 

（ア） 当該階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、当該床面積の区分に応じ、次の

Ａ又はＢに定める数。ただし、当該数が便所設置階に設ける前号に規定する便所（車椅子使用者用

便房のみを設けるものを除く。）の数を超える場合にあっては、当該便所の数とすること。 

Ａ 便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超え、40,000平方メートル以下の場合 ２ 

Ｂ 便所設置階の床面積が40,000平方メートルを超える場合 当該床面積に相当する数に20,000分

の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数） 

（イ） 車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支障がないものは、次のいずれかに該当する

ものとすること。 

Ａ 便所設置階が直接地上へ通ずる出入口のある階であり、かつ、車椅子使用者用便房を１以上（当

該車椅子使用者用便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれ１以上）設

ける施設が同一敷地内の当該出入口に近接する位置にある場合 

Ｂ 便所設置階の前号に規定する便所に設けるべき車椅子使用者用便房の全部又は一部を、当該便

所設置階以外の便所設置階の同号に規定する便所に設ける場合 

Ｃ 次のａ又はｂに掲げる便所設置階の区分に応じ、当該ａ又はｂに定める場合 

ａ 男子用の前号に規定する便所のみを設ける便所設置階 同号に規定する便所のうち１以上（当

該便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、（ア）に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、男子用の車椅子使用者用便房を１以上設ける

場合 

ｂ 女子用の前号に規定する便所のみを設ける便所設置階 同号に規定する便所のうち１以上（当

該便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、（ア）に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、女子用の車椅子使用者用便房を１以上設ける

場合 

Ｄ 床面積が1,000平方メートル未満の便所設置階を有する建築物に、床面積が1,000平方メートル

未満の階の床面積の合計に1,000分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた数）（1,000平方メートル未満の便所設置階（車椅子使用者用便房のみを設け

る前号に規定する便所のみを設けるものを除く。）の階数に相当する数を超える場合にあっては、

当該階数に相当する数）にア本文の規定により床面積が1,000平方メートル以上の便所設置階に設

けるべき車椅子使用者用便房の数を加えた数（（イ）Ａに規定する施設が（イ）Ａに規定する位置にある

場合にあっては、当該数から当該施設に設ける車椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房に

男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）の数を差し

引いた数）以上の車椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房（男子用の前号に規定する便所

及び女子用の同号に規定する便所を設ける階に設けるものに限る。）に男子用及び女子用の区別

を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）を設ける場合 

イ 前号に定めるもののほか、不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利

用する便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上は、車椅子使用者用便房を１以上設けること。 

ウ 車椅子使用者用便房は、次に掲げる構造のものとすること。 

（ア） 腰掛便座、手すり等が適切に配置されていること。 

（イ） 車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間が確保されていること。 

（ウ） 車椅子使用者用便房以外の便房に近接し、分かりやすく利用しやすい位置に設けること。 

（エ） 車椅子使用者用便房及び便所の出入口には、当該車椅子使用者用便房の設備及び機能を表示する

こと。 

⑷ 不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所を設ける場合には、

当該便所のうち１以上（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ１以上）は、次に掲げるもの

とすること。 

ア 便所内に、高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有するオストメイト対応汚物流し等の水

洗器具を設けた便房を１以上設け、当該便房及び便所の出入口には、その旨の表示を行うこと。 

イ 便所内に、ベビーチェアその他の乳幼児を座らせることができる設備を設けた便房を１以上設け、

当該便房及び便所の出入口には、その旨の表示を行うこと。 

ウ 便所内に、ベビーベッドその他の乳幼児のおむつ交換をすることができる設備を設け、当該便所の

出入口には、その旨の表示を行うこと（他におむつ交換をすることができる場所を設ける場合を除く。）。 

エ 便所内に車椅子使用者用便房以外の便房を設ける場合には、そのうち１以上は、次に掲げる構造の

便所とすること。 

（ア） 大便器は、１以上を腰掛式の大便器とすること。 

（イ） （ア）の規定により設けられた大便器のある便房の１以上に、手すりを設けること。 

オ 便所内に男子用小便器を設ける場合には、そのうち１以上は、次に掲げる構造の便所とすること。 

（ア） 小便器は、１以上を床置式の小便器、壁掛式の小便器（受け口の高さが35センチメートル以下の

ものに限る。）その他これらに類する小便器とすること。 

（イ） （ア）の規定により設けられた小便器の１以上の付近に、手すりを設けること。 

⑸ 第３号ウ（エ）及び前号アからウまでの表示は、高齢者、障害者等の見やすい位置に設け、内容が容易に

識別することができるものとすること（当該内容が日本産業規格Ｚ8210に定められているときは、これ

に適合すること。）。 
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 別表第２の18の項を次のように改める。 

18 観覧席及び客席 不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する観覧席又は客席を設ける

場合には、次に掲げるものとすること。 

⑴ 車椅子使用者用部分の数は、次に掲げるものとすること。 

ア 当該観覧席又は客席の各階には、次に掲げる区分に応じ、当該区分に定める数以上の車椅子使用

者用部分を設けること。 

（ア） 当該階に設ける座席の数が266以下の場合 ２ 

（イ） 当該階に設ける座席の数が266を超える場合 当該座席の数に400分の３を乗じて得た数（その

数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数） 

イ 当該観覧席又は客席には、次に掲げる区分に応じ、当該区分に定める数以上の車椅子使用者用部

分を設けること。 

（ア） 当該観覧席又は客席に設ける座席の数が100以下の場合 ２ 

（イ） 当該観覧席又は客席に設ける座席の数が100を超え、200以下の場合 当該座席の数に50分の１

を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数） 

（ウ） 当該観覧席又は客席に設ける座席の数が200を超える場合 当該座席の数に100分の１を乗じて

得た数（その数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数）に２を加えた数 

⑵ 車椅子使用者用部分の基準は、次に掲げるものとすること。 

ア 幅は、90センチメートル以上とすること。 

イ 奥行きは、135センチメートル以上とすること。 

ウ 床は、平らとすること。 

エ 車椅子使用者のサイトライン（可視線）に配慮した位置に設けること。 

オ 各車椅子使用者用部分に対して、それぞれ１以上の同伴者用の座席又はスペースを、当該車椅子

使用者用部分の横に隣接して設けること。 

カ ２以上の車椅子使用者用部分を横に隣接して設けること。この場合において、車椅子使用者用部

分の間に設けられるものがオの同伴者用の座席又はスペースのみであるときは、当該車椅子使用者

用部分は、隣接しているものとみなす。 

⑶ 車椅子使用者用部分の位置は、次に掲げるものとすること。 

ア 当該階に設ける座席の数が400を超える場合 車椅子使用者用部分の間（前号オ及びカの規定に

より隣接させた車椅子使用者用部分の間を除く。）のうち１以上に縦通路が存するよう分散するこ

と。 

イ 当該階に設ける座席の数が1,000を超える場合 アに定めるところによるほか、車椅子使用者用部

分の間のうち１以上に横通路が存するよう分散すること。この場合において、同一の横通路に接し

て複数の車椅子使用者用部分を設けたものにあっては、分散していないものとみなす。 

⑷ 集団補聴設備等の高齢者、障害者等の円滑な利用のための附属設備又は装置を設置すること。 

 別表第２の20の項中「こと。」の次に「なお、表示は、高齢者、障害者等の見やすい位置に設け、内容が容易に識別することができ

るものとすること（当該内容が日本産業規格Ｚ8210に定められているときは、これに適合すること。）。」を加える。 

 別表第３の８の項を次のように改める。 

８ 便所 ⑴ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所（以下この項において

「不特定多数利用便所」という。）は、次に掲げるものとすること。 

ア 出入口及び床面に段差を設けないこと。 

イ 床面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

⑵ 不特定多数利用便所の数及び配置は、次に掲げるものとすること。 

ア 次に掲げる建築物における不特定多数利用便所の数は、これらの者が利用する階（イに掲げる階を

除く。）の階数に相当する数以上設けること。 

（ア） 病院又は診療所（患者の収容施設を有するものに限る。） 

（イ） 診療所（患者の収容施設を有しないものに限る。）のうち床面積の合計が200平方メートル以上の

もの 

（ウ） 助産所、施術所又は薬局（医薬品の販売業を併せて行うものを除く。）のうち床面積の合計が200

平方メートル以上のもの 

（エ） 保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用する官公署 

（オ） 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類する施設 

（カ） 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類する施設 

（キ） 学校その他これらに類する施設 

（ク） 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合の用に供

するもの 

（ケ） 自動車の駐車のための施設又は自動車の停留のための施設（一般公共の用に供されるものに限

る。）のうち床面積の合計が500平方メートル以上のもの 

（コ） 自動車修理工場又は自動車洗車場のうち床面積の合計が200平方メートル以上のもの 

（サ） 自動車教習所のうち床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの 

（シ） 給油取扱所のうち床面積の合計が200平方メートル以上のもの 

（ス） 公衆便所 

（セ） 区民会館、区民センター又は区立地区会館 

（ソ） 公会堂及び集会場・冠婚葬祭施設（１の集会室の床面積が200平方メートルを超えるものに限る。）

その他これらに類する施設 

（タ） 集会場・冠婚葬祭施設（すべての集会室の床面積が200平方メートル以下のものに限る。）のうち

床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの 
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（チ） 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗のうち床面積の合計が200平方メートル以上

のもの 

（ツ） 卸売市場のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

（テ） 飲食店のうち床面積の合計が200平方メートル以上のもの 

（ト） 郵便局又は理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス

業を営む店舗のうち床面積の合計が200平方メートル以上のもの 

（ナ） 一般ガス事業、一般電気事業又は電気通信事業の用に供する営業所、学習塾、華道教室、囲碁教

室その他これらに類するもののうち床面積の合計が200平方メートル以上のもの 

（ニ） ホテル、旅館その他これらに類する施設のうち床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの 

（ヌ） 劇場、観覧場、映画館、演芸場その他これらに類する施設のうち床面積の合計が1,000平方メート

ル以上のもの 

（ネ） 博物館、美術館、図書館その他これらに類する施設 

（ノ） 展示場又はこれに類する施設のうち床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの 

（ハ） 体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する施設のうち床面積の合計が1,000平方メート

ル以上のもの 

（ヒ） キャバレー、料理店、ナイトクラブ又はダンスホールその他これらに類する施設のうち床面積の

合計が1,000平方メートル以上のもの 

（フ） 公衆浴場又はこれに類する施設のうち床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの 

（ヘ） 事務所（他の施設に附属するものを除く。）のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

（ホ） 工場（自動車修理工場を除く。）又はこれに類する施設のうち床面積の合計が2,000平方メートル

以上のもの 

（マ） 公共用歩廊のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

（ミ） 地下街又はこれに類する施設のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

（ム） 複合施設のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

イ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する階として除くものは、次

に掲げるものとすること。 

（ア） 直接地上へ通ずる出入口のある階であって、不特定多数利用便所を１以上設ける施設が同一敷地

内の当該出入口に近接する位置にあるもの 

（イ） 不特定かつ多数の者又は高齢者、障害者等（別表第１の１の部及び２の部の公共的施設のうち高

齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第２条第19号に定める特別特定建築物（高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令第５条第１号に定める公立小学校等を除

く。）その他これらに類する施設でない施設にあっては多数の者）（以下この項において「不特定多

数の者等」という。）が利用する部分の床面積が著しく小さい階、不特定多数の者等の滞在時間が

短い階その他の建築物の管理運営上不特定多数利用便所を設けないことがやむを得ないと認められ

る階 

ウ 不特定多数利用便所の配置基準は、特定の階に偏ることなく設けることその他の不特定多数の者等

が利用する上で支障がない位置に設けること。 

⑶ 不特定多数利用便所には、次に掲げる車椅子使用者用便房（男子用及び女子用の区別を設ける場合に

あっては、それぞれの車椅子使用者用便房）を設けること。 

ア 前号の規定により不特定多数利用便所を設ける階（以下この項において「便所設置階」という。）

においては、当該便所のうち１以上（次に掲げる（ア）の場合にあっては、（ア）に定める数以上）に、車椅

子使用者用便房を１以上設けること。ただし、車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支

障がないものとして次に掲げる（イ）の場合は、この限りでない。 

（ア） 当該階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、当該床面積の区分に応じ、次の

Ａ又はＢに定める数。ただし、当該数が便所設置階に設ける不特定多数利用便所（車椅子使用者用

便房のみを設けるものを除く。）の数を超える場合にあっては、当該不特定多数利用便所の数とす

ること。 

Ａ 便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超え、40,000平方メートル以下の場合 ２ 

Ｂ 便所設置階の床面積が40,000平方メートルを超える場合 当該床面積に相当する数に20,000分

の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数） 

（イ） 車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支障がないものは、次のいずれかに該当する

ものとすること。 

Ａ 便所設置階が直接地上へ通ずる出入口のある階であり、かつ、車椅子使用者用便房を１以上（当

該車椅子使用者用便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれ１以上）設

ける施設が同一敷地内の当該出入口に近接する位置にある場合 

Ｂ 便所設置階の不特定多数利用便所に設けるべき車椅子使用者用便房の全部又は一部を、当該便

所設置階以外の便所設置階の不特定多数利用便所に設ける場合 

Ｃ 次のａ又はｂに掲げる便所設置階の区分に応じ、当該ａ又はｂに定める場合 

ａ 男子用の不特定多数利用便所のみを設ける便所設置階 当該不特定多数利用便所のうち１以

上（当該便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、（ア）に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、男子用の車椅子使用者用便房を１以上

設ける場合 

ｂ 女子用の不特定多数利用便所のみを設ける便所設置階 当該不特定多数利用便所のうち１以

上（当該便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、（ア）に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、女子用の車椅子使用者用便房を１以上

設ける場合 
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（チ） 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗のうち床面積の合計が200平方メートル以上

のもの 

（ツ） 卸売市場のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

（テ） 飲食店のうち床面積の合計が200平方メートル以上のもの 

（ト） 郵便局又は理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス

業を営む店舗のうち床面積の合計が200平方メートル以上のもの 

（ナ） 一般ガス事業、一般電気事業又は電気通信事業の用に供する営業所、学習塾、華道教室、囲碁教

室その他これらに類するもののうち床面積の合計が200平方メートル以上のもの 

（ニ） ホテル、旅館その他これらに類する施設のうち床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの 

（ヌ） 劇場、観覧場、映画館、演芸場その他これらに類する施設のうち床面積の合計が1,000平方メート

ル以上のもの 

（ネ） 博物館、美術館、図書館その他これらに類する施設 

（ノ） 展示場又はこれに類する施設のうち床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの 

（ハ） 体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する施設のうち床面積の合計が1,000平方メート

ル以上のもの 

（ヒ） キャバレー、料理店、ナイトクラブ又はダンスホールその他これらに類する施設のうち床面積の

合計が1,000平方メートル以上のもの 

（フ） 公衆浴場又はこれに類する施設のうち床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの 

（ヘ） 事務所（他の施設に附属するものを除く。）のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

（ホ） 工場（自動車修理工場を除く。）又はこれに類する施設のうち床面積の合計が2,000平方メートル

以上のもの 

（マ） 公共用歩廊のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

（ミ） 地下街又はこれに類する施設のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

（ム） 複合施設のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

イ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する階として除くものは、次

に掲げるものとすること。 

（ア） 直接地上へ通ずる出入口のある階であって、不特定多数利用便所を１以上設ける施設が同一敷地

内の当該出入口に近接する位置にあるもの 

（イ） 不特定かつ多数の者又は高齢者、障害者等（別表第１の１の部及び２の部の公共的施設のうち高

齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第２条第19号に定める特別特定建築物（高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令第５条第１号に定める公立小学校等を除

く。）その他これらに類する施設でない施設にあっては多数の者）（以下この項において「不特定多

数の者等」という。）が利用する部分の床面積が著しく小さい階、不特定多数の者等の滞在時間が

短い階その他の建築物の管理運営上不特定多数利用便所を設けないことがやむを得ないと認められ

る階 

ウ 不特定多数利用便所の配置基準は、特定の階に偏ることなく設けることその他の不特定多数の者等

が利用する上で支障がない位置に設けること。 

⑶ 不特定多数利用便所には、次に掲げる車椅子使用者用便房（男子用及び女子用の区別を設ける場合に

あっては、それぞれの車椅子使用者用便房）を設けること。 

ア 前号の規定により不特定多数利用便所を設ける階（以下この項において「便所設置階」という。）

においては、当該便所のうち１以上（次に掲げる（ア）の場合にあっては、（ア）に定める数以上）に、車椅

子使用者用便房を１以上設けること。ただし、車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支

障がないものとして次に掲げる（イ）の場合は、この限りでない。 

（ア） 当該階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、当該床面積の区分に応じ、次の

Ａ又はＢに定める数。ただし、当該数が便所設置階に設ける不特定多数利用便所（車椅子使用者用

便房のみを設けるものを除く。）の数を超える場合にあっては、当該不特定多数利用便所の数とす

ること。 

Ａ 便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超え、40,000平方メートル以下の場合 ２ 

Ｂ 便所設置階の床面積が40,000平方メートルを超える場合 当該床面積に相当する数に20,000分

の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数） 

（イ） 車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支障がないものは、次のいずれかに該当する

ものとすること。 

Ａ 便所設置階が直接地上へ通ずる出入口のある階であり、かつ、車椅子使用者用便房を１以上（当

該車椅子使用者用便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれ１以上）設

ける施設が同一敷地内の当該出入口に近接する位置にある場合 

Ｂ 便所設置階の不特定多数利用便所に設けるべき車椅子使用者用便房の全部又は一部を、当該便

所設置階以外の便所設置階の不特定多数利用便所に設ける場合 

Ｃ 次のａ又はｂに掲げる便所設置階の区分に応じ、当該ａ又はｂに定める場合 

ａ 男子用の不特定多数利用便所のみを設ける便所設置階 当該不特定多数利用便所のうち１以

上（当該便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、（ア）に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、男子用の車椅子使用者用便房を１以上

設ける場合 

ｂ 女子用の不特定多数利用便所のみを設ける便所設置階 当該不特定多数利用便所のうち１以

上（当該便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、（ア）に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、女子用の車椅子使用者用便房を１以上

設ける場合 
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Ｄ 床面積が1,000平方メートル未満の便所設置階を有する建築物に、床面積が1,000平方メートル

未満の階の床面積の合計に1,000分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた数）（1,000平方メートル未満の便所設置階（車椅子使用者用便房のみを設け

る不特定多数利用便所のみを設けるものを除く。）の階数に相当する数を超える場合にあっては、

当該階数に相当する数）にア本文の規定により床面積が1,000平方メートル以上の便所設置階に設

けるべき車椅子使用者用便房の数を加えた数（（イ）Ａに規定する施設が（イ）Ａに規定する位置にある

場合にあっては、当該数から当該施設に設ける車椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房に

男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）の数を差し

引いた数）以上の車椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房（男子用の不特定多数利用便所

及び女子用の不特定多数利用便所を設ける階に設けるものに限る。）に男子用及び女子用の区別

を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）を設ける場合 

イ 前号に定めるもののほか、不特定多数利用便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上は、車椅

子使用者用便房を１以上設けること。 

ウ 車椅子使用者用便房は、次に掲げる構造のものとすること。 

（ア） 腰掛便座、手すり等が適切に配置されていること。 

（イ） 車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間が確保されていること。 

（ウ） 車椅子使用者用便房及び便所の出入口には、当該車椅子使用者用便房の設備及び機能を表示する

こと。 

⑷ 不特定多数利用便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上（男子用及び女子用の区別があるとき

は、それぞれ１以上）は、次に掲げるものとすること。 

ア 便所内に、高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有するオストメイト対応汚物流し等の水

洗器具を設けた便房を１以上設け、当該便房及び便所の出入口には、その旨の表示を行うこと。 

イ 次に掲げる建築物で（ア）から（サ）までについては床面積の合計が200平方メートル以上のもの、 （シ）から

（タ）までについては床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの、（チ）については床面積の合計が2,000

平方メートル以上のもの、（ツ）については区長が別に定めるものの便所内に、ベビーチェアその他の乳

幼児を座らせることができる設備を設けた便房を１以上設け、当該便房及び便所の出入口には、その

旨の表示を行うこと。 

（ア） 病院、診療所、助産所、施術所その他これらに類する施設 

（イ） 保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用する官公署 

（ウ） 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類する施設 

（エ） 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類する施設 

（オ） 学校 

（カ） 公会堂及び集会場・冠婚葬祭施設（１の集会室の床面積が200平方メートルを超えるものに限る。）

その他これらに類する施設 

（キ） 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 

（ク） 飲食店 

（ケ） 郵便局又は理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス

業を営む店舗 

（コ） 学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類するもの 

（サ） 博物館、美術館、図書館その他これらに類する施設 

（シ） ホテル、旅館その他これらに類する施設 

（ス） 劇場、観覧場、映画館、演芸場その他これらに類する施設 

（セ） 展示場又はこれに類する施設 

（ソ） 体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する施設 

（タ） 集会場・冠婚葬祭施設（すべての集会室の床面積が200平方メートル以下のものに限る。） 

（チ） 地下街又はこれに類する施設 

（ツ） 複合施設 

ウ イに掲げる建築物で（ア）から（タ）までについては床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの、 （チ）に

ついては床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの、（ツ）については区長が別に定めるものの便所内

に、ベビーベッドその他の乳幼児のおむつ交換をすることができる設備を設け、当該便所の出入口に

は、その旨の表示を行うこと（他におむつ交換をすることができる場所を設ける場合を除く。）。 

エ 便所内に車椅子使用者用便房以外の便房を設ける場合には、そのうち１以上は、次に掲げる構造の

便所とすること。 

（ア） 大便器は、１以上を腰掛式の大便器とすること。 

（イ） （ア）の規定により設けられた大便器のある便房の１以上に、手すりを設けること。 

オ 便所内に男子用小便器を設ける場合には、そのうち１以上は、次に掲げる構造の便所とすること。 

（ア） 小便器は、１以上を床置式の小便器、壁掛式の小便器（受け口の高さが35センチメートル以下の

ものに限る。）その他これらに類する小便器とすること。 

（イ） （ア）の規定により設けられた小便器の１以上の付近に、手すりを設けること。 

⑸ 第３号ウ（ウ）及び前号アからウまでの表示は、高齢者、障害者等の見やすい位置に設け、内容が容易に

識別することができるものとすること（当該内容が日本産業規格Ｚ8210に定められているときは、これ

に適合すること。）。 

 別表第３の16の項を次のように改める。 

16 観覧席及び客席 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する観覧席又は客席を設ける場合

には、次に掲げるものとすること。 

⑴ 車椅子使用者用部分の数は、次に掲げるものとすること。 
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ア 当該観覧席又は客席の各階には、次に掲げる区分に応じ、当該区分に定める数以上の車椅子使用

者用部分を設けること。 

（ア） 当該階に設ける座席の数が266以下の場合 ２ 

（イ） 当該階に設ける座席の数が266を超える場合 当該座席の数に400分の３を乗じて得た数（その

数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数） 

⑵ 車椅子使用者用部分の基準は、次に掲げるものとすること。 

ア 幅は、90センチメートル以上とすること。 

イ 奥行きは、135センチメートル以上とすること。 

ウ 床は、平らとすること。 

エ 車椅子使用者のサイトライン（可視線）に配慮した位置に設けること。 

オ 各車椅子使用者用部分に対して、それぞれ１以上の同伴者用の座席又はスペースを、当該車椅子

使用者用部分の横に隣接して設けること。 

カ ２以上の車椅子使用者用部分を横に隣接して設けること。この場合において、車椅子使用者用部

分の間に設けられるものがオの同伴者用の座席又はスペースのみであるときは、当該車椅子使用者

用部分は、隣接しているものとみなす。 

⑶ 車椅子使用者用部分の位置は、次に掲げるものとする。 

ア 当該階に設ける座席の数が400を超える場合 車椅子使用者用部分の間（前号オ及びカの規定に

より隣接させた車椅子使用者用部分の間を除く。）のうち１以上に縦通路が存するよう分散するこ

と。 

イ 当該階に設ける座席の数が1,000を超える場合 アに定めるところによるほか、車椅子使用者用部

分の間のうち１以上に横通路が存するよう分散すること。この場合において、同一の横通路に接し

て複数の車椅子使用者用部分を設けたものにあっては、分散していないものとみなす。 

⑷ 集団補聴設備等の高齢者、障害者等の円滑な利用のための附属設備又は装置を設置すること。 

 別表第12の８の項を次のように改める。 

８ 便所 ⑴ 多数の者が利用する便所は、次に掲げるものとすること。 

ア 出入口及び床面に段差を設けないこと。 

イ 床面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

⑵ 多数の者が利用する便所の数及び配置は、次に掲げるものとすること。 

ア 次に掲げる集合住宅において、多数の者が利用する便所の数は、多数の者が利用する階（イに掲げ

る階を除く。）の階数に相当する数以上設けること。 

（ア） 共同住宅のうち床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの 

（イ） 長屋、寮又は宿舎のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

イ アの多数の者が利用する階として除くものは、次に掲げるものとすること。 

（ア） 直接地上へ通ずる出入口のある階であって、多数の者が利用する便所を１以上設ける施設が同一

敷地内の当該出入口に近接する位置にあるもの 

（イ） 多数の者が利用する部分の床面積が著しく小さい階、多数の者の滞在時間が短い階その他の建築

物の管理運営上多数の者が利用する便所を設けないことがやむを得ないと認められる階 

ウ 多数の者が利用する便所の配置基準は、特定の階に偏ることなく設けることその他の多数の者が利

用する上で支障がない位置に設けること。 

⑶ 多数の者が利用する便所には、次に掲げる車椅子使用者用便房（男子用及び女子用の区別を設ける場

合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）を設けること。 

ア 前号の規定により多数の者が利用する便所を設ける階（以下この項において「便所設置階」という。）

においては、当該便所のうち１以上（次に掲げる（ア）の場合にあっては、（ア）に定める数以上）に、車椅

子使用者用便房を１以上設けること。ただし、車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支

障がないものとして次に掲げる（イ）の場合は、この限りでない。 

（ア） 当該階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、当該床面積の区分に応じ、次の

Ａ又はＢに定める数。ただし、当該数が便所設置階に設ける多数の者が利用する便所（車椅子使用

者用便房のみを設けるものを除く。）の数を超える場合にあっては、当該多数の者が利用する便所

の数とすること。 

Ａ 便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超え、40,000平方メートル以下の場合 ２ 

Ｂ 便所設置階の床面積が40,000平方メートルを超える場合 当該床面積に相当する数に20,000分

の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数） 

（イ） 車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支障がないものは、次のいずれかに該当する

ものとすること。 

Ａ 便所設置階が直接地上へ通ずる出入口のある階であり、かつ、車椅子使用者用便房を１以上（当

該車椅子使用者用便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれ１以上）設

ける施設が同一敷地内の当該出入口に近接する位置にある場合 

Ｂ 便所設置階の多数の者が利用する便所に設けるべき車椅子使用者用便房の全部又は一部を、当

該便所設置階以外の便所設置階の多数の者が利用する便所に設ける場合 

Ｃ 次のａ又はｂに掲げる便所設置階の区分に応じ、当該ａ又はｂに定める場合 

ａ 男子用の多数の者が利用する便所のみを設ける便所設置階 当該多数の者が利用する便所の

うち１以上（当該便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、（ア）に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、男子用の車椅子使用者用便房

を１以上設ける場合 

ｂ 女子用の多数の者が利用する便所のみを設ける便所設置階 当該多数の者が利用する便所の

うち１以上（当該便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、（ア）に掲



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－8－ 

ア 当該観覧席又は客席の各階には、次に掲げる区分に応じ、当該区分に定める数以上の車椅子使用

者用部分を設けること。 

（ア） 当該階に設ける座席の数が266以下の場合 ２ 

（イ） 当該階に設ける座席の数が266を超える場合 当該座席の数に400分の３を乗じて得た数（その

数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数） 

⑵ 車椅子使用者用部分の基準は、次に掲げるものとすること。 

ア 幅は、90センチメートル以上とすること。 

イ 奥行きは、135センチメートル以上とすること。 

ウ 床は、平らとすること。 

エ 車椅子使用者のサイトライン（可視線）に配慮した位置に設けること。 

オ 各車椅子使用者用部分に対して、それぞれ１以上の同伴者用の座席又はスペースを、当該車椅子

使用者用部分の横に隣接して設けること。 

カ ２以上の車椅子使用者用部分を横に隣接して設けること。この場合において、車椅子使用者用部

分の間に設けられるものがオの同伴者用の座席又はスペースのみであるときは、当該車椅子使用者

用部分は、隣接しているものとみなす。 

⑶ 車椅子使用者用部分の位置は、次に掲げるものとする。 

ア 当該階に設ける座席の数が400を超える場合 車椅子使用者用部分の間（前号オ及びカの規定に

より隣接させた車椅子使用者用部分の間を除く。）のうち１以上に縦通路が存するよう分散するこ

と。 

イ 当該階に設ける座席の数が1,000を超える場合 アに定めるところによるほか、車椅子使用者用部

分の間のうち１以上に横通路が存するよう分散すること。この場合において、同一の横通路に接し

て複数の車椅子使用者用部分を設けたものにあっては、分散していないものとみなす。 

⑷ 集団補聴設備等の高齢者、障害者等の円滑な利用のための附属設備又は装置を設置すること。 

 別表第12の８の項を次のように改める。 

８ 便所 ⑴ 多数の者が利用する便所は、次に掲げるものとすること。 

ア 出入口及び床面に段差を設けないこと。 

イ 床面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

⑵ 多数の者が利用する便所の数及び配置は、次に掲げるものとすること。 

ア 次に掲げる集合住宅において、多数の者が利用する便所の数は、多数の者が利用する階（イに掲げ

る階を除く。）の階数に相当する数以上設けること。 

（ア） 共同住宅のうち床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの 

（イ） 長屋、寮又は宿舎のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

イ アの多数の者が利用する階として除くものは、次に掲げるものとすること。 

（ア） 直接地上へ通ずる出入口のある階であって、多数の者が利用する便所を１以上設ける施設が同一

敷地内の当該出入口に近接する位置にあるもの 

（イ） 多数の者が利用する部分の床面積が著しく小さい階、多数の者の滞在時間が短い階その他の建築

物の管理運営上多数の者が利用する便所を設けないことがやむを得ないと認められる階 

ウ 多数の者が利用する便所の配置基準は、特定の階に偏ることなく設けることその他の多数の者が利

用する上で支障がない位置に設けること。 

⑶ 多数の者が利用する便所には、次に掲げる車椅子使用者用便房（男子用及び女子用の区別を設ける場

合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）を設けること。 

ア 前号の規定により多数の者が利用する便所を設ける階（以下この項において「便所設置階」という。）

においては、当該便所のうち１以上（次に掲げる（ア）の場合にあっては、（ア）に定める数以上）に、車椅

子使用者用便房を１以上設けること。ただし、車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支

障がないものとして次に掲げる（イ）の場合は、この限りでない。 

（ア） 当該階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、当該床面積の区分に応じ、次の

Ａ又はＢに定める数。ただし、当該数が便所設置階に設ける多数の者が利用する便所（車椅子使用

者用便房のみを設けるものを除く。）の数を超える場合にあっては、当該多数の者が利用する便所

の数とすること。 

Ａ 便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超え、40,000平方メートル以下の場合 ２ 

Ｂ 便所設置階の床面積が40,000平方メートルを超える場合 当該床面積に相当する数に20,000分

の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数） 

（イ） 車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支障がないものは、次のいずれかに該当する

ものとすること。 

Ａ 便所設置階が直接地上へ通ずる出入口のある階であり、かつ、車椅子使用者用便房を１以上（当

該車椅子使用者用便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれ１以上）設

ける施設が同一敷地内の当該出入口に近接する位置にある場合 

Ｂ 便所設置階の多数の者が利用する便所に設けるべき車椅子使用者用便房の全部又は一部を、当

該便所設置階以外の便所設置階の多数の者が利用する便所に設ける場合 

Ｃ 次のａ又はｂに掲げる便所設置階の区分に応じ、当該ａ又はｂに定める場合 

ａ 男子用の多数の者が利用する便所のみを設ける便所設置階 当該多数の者が利用する便所の

うち１以上（当該便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、（ア）に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、男子用の車椅子使用者用便房

を１以上設ける場合 

ｂ 女子用の多数の者が利用する便所のみを設ける便所設置階 当該多数の者が利用する便所の

うち１以上（当該便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、（ア）に掲
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げる場合の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、女子用の車椅子使用者用便房

を１以上設ける場合 

Ｄ 床面積が1,000平方メートル未満の便所設置階を有する建築物に、床面積が1,000平方メートル

未満の階の床面積の合計に1,000分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた数）（1,000平方メートル未満の便所設置階（車椅子使用者用便房のみを設け

る多数の者が利用する便所のみを設けるものを除く。）の階数に相当する数を超える場合にあっ

ては、当該階数に相当する数）にア本文の規定により床面積が1,000平方メートル以上の便所設置

階に設けるべき車椅子使用者用便房の数を加えた数（（イ）Ａに規定する施設が（イ）Ａに規定する位置

にある場合にあっては、当該数から当該施設に設ける車椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用

便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）の数

を差し引いた数）以上の車椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房（男子用の多数の者が利

用する便所及び女子用の多数の者が利用する便所を設ける階に設けるものに限る。）に男子用及

び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）を設ける場合 

イ 前号に定めるもののほか、多数の者が利用する便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上は、

車椅子使用者用便房を１以上設けること。 

ウ 車椅子使用者用便房は、次に掲げる構造のものとすること。 

（ア） 腰掛便座、手すり等が適切に配置されていること。 

（イ） 車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間が確保されていること。 

（ウ） 車椅子使用者用便房以外の便房に近接し、分かりやすく利用しやすい位置に設けること。 

（エ） 車椅子使用者用便房及び便所の出入口には、当該車椅子使用者用便房の設備及び機能を表示する

こと。 

⑷ 多数の者が利用する便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上（男子用及び女子用の区別がある

ときは、それぞれ１以上）は、次に掲げるものとすること。 

ア 便所（床面積の合計が1,000平方メートル以上の場合に限る。）内に、高齢者、障害者等の円滑な利

用に適した構造を有するオストメイト対応汚物流し等の水洗器具を設けた便房を１以上設け、当該便

房及び便所の出入口には、その旨の表示を行うこと。 

イ 便所内に、車椅子使用者用便房以外の便房を設ける場合には、そのうち１以上は、次に掲げる構造

の便所とすること。 

（ア） 大便器は、１以上を腰掛式の大便器とすること。 

（イ） （ア）の規定により設けられた大便器のある便房の１以上に、手すりを設けること。 

ウ 便所内に男子用小便器を設ける場合には、そのうち１以上は、次に掲げる構造の便所とすること。 

（ア） 小便器は、１以上を床置式の小便器、壁掛式の小便器（受け口の高さが35センチメートル以下の

ものに限る。）その他これらに類する小便器とすること。 

（イ） （ア）の規定により設けられた小便器の１以上の付近に、手すりを設けること。 

⑸ 第３号ウ（エ）及び前号アの表示は、高齢者、障害者等の見やすい位置に設け、内容が容易に識別するこ

とができるものとすること（当該内容が日本産業規格Ｚ8210に定められているときは、これに適合する

こと。）。 

 別表第13の８の項を次のように改める。 

８ 便所 ⑴ 多数の者が利用する便所の床面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

⑵ 多数の者が利用する便所の数及び配置は、次に掲げるものとすること。 

ア 次に掲げる集合住宅において、多数の者が利用する便所の数は、多数の者が利用する階（イに掲げ

る階を除く。）の階数に相当する数以上設けること。 

（ア） 共同住宅のうち床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの 

（イ） 長屋、寮又は宿舎のうち床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの 

イ アの多数の者が利用する階として除くものは、次に掲げるものとすること。 

（ア） 直接地上へ通ずる出入口のある階であって、多数の者が利用する便所を一以上設ける施設が同一

敷地内の当該出入口に近接する位置にあるもの 

（イ） 多数の者が利用する部分の床面積が著しく小さい階、多数の者の滞在時間が短い階その他の建築

物の管理運営上多数の者が利用する便所を設けないことがやむを得ないと認められる階 

ウ 多数の者が利用する便所の配置基準は、特定の階に偏ることなく設けることその他の多数の者が利

用する上で支障がない位置に設けること。 

⑶ 多数の者が利用する便所には、次に掲げる車椅子使用者用便房（男子用及び女子用の区別を設ける場

合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）を設けること。 

ア 前号の規定により多数の者が利用する便所を設ける階（以下この項において「便所設置階」という。）

においては、当該便所のうち１以上（次に掲げる（ア）の場合にあっては、（ア）に定める数以上）に、車椅

子使用者用便房を１以上設けること。ただし、車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支

障がないものとして次に掲げる（イ）の場合は、この限りでない。 

（ア） 当該階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、当該床面積の区分に応じ、次の

Ａ又はＢに定める数。ただし、当該数が便所設置階に設ける多数の者が利用する便所（車椅子使用

者用便房のみを設けるものを除く。）の数を超える場合にあっては、当該多数の者が利用する便所

の数とすること。 

Ａ 便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超え、40,000平方メートル以下の場合 ２ 

Ｂ 便所設置階の床面積が40,000平方メートルを超える場合 当該床面積に相当する数に20,000分

の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数） 

（イ） 車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用する上で支障がないものは、次のいずれかに該当する

ものとすること。 
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Ａ 便所設置階が直接地上へ通ずる出入口のある階であり、かつ、車椅子使用者用便房を１以上（当

該車椅子使用者用便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれ１以上）設

ける施設が同一敷地内の当該出入口に近接する位置にある場合 

Ｂ 便所設置階の多数の者が利用する便所に設けるべき車椅子使用者用便房の全部又は一部を、当

該便所設置階以外の便所設置階の多数の者が利用する便所に設ける場合 

Ｃ 次のａ又はｂに掲げる便所設置階の区分に応じ、当該ａ又はｂに定める場合 

ａ 男子用の多数の者が利用する便所のみを設ける便所設置階 当該多数の者が利用する便所の

うち１以上（当該便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、（ア）に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、男子用の車椅子使用者用便房

を１以上設ける場合 

ｂ 女子用の多数の者が利用する便所のみを設ける便所設置階 当該多数の者が利用する便所の

うち１以上（当該便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、（ア）に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、女子用の車椅子使用者用便房

を１以上設ける場合 

Ｄ 床面積が1,000平方メートル未満の便所設置階を有する建築物に、床面積が1,000平方メートル

未満の階の床面積の合計に1,000分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた数）（1,000平方メートル未満の便所設置階（車椅子使用者用便房のみを設け

る多数の者が利用する便所のみを設けるものを除く。）の階数に相当する数を超える場合にあっ

ては、当該階数に相当する数）にア本文の規定により床面積が1,000平方メートル以上の便所設置

階に設けるべき車椅子使用者用便房の数を加えた数（（イ）Ａに規定する施設が（イ）Ａに規定する位置

にある場合にあっては、当該数から当該施設に設ける車椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用

便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）の数

を差し引いた数）以上の車椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房（男子用の多数の者が利

用する便所及び女子用の多数の者が利用する便所を設ける階に設けるものに限る。）に男子用及

び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）を設ける場合 

イ 前号に定めるもののほか、多数の者が利用する便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上は、

車椅子使用者用便房を１以上設けること。 

ウ 車椅子使用者用便房は、次に掲げる構造のものとすること。 

（ア） 腰掛便座、手すり等が適切に配置されていること。 

（イ） 車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間が確保されていること。 

⑷ 多数の者が利用する便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上（男子用及び女子用の区別がある

ときは、それぞれ１以上）は、次に掲げるものとすること。 

ア 便所（床面積の合計が1,000平方メートル以上の場合に限る。）内に、高齢者、障害者等の円滑な利

用に適した構造を有するオストメイト対応汚物流し等の水洗器具を設けた便房を１以上設け、当該便

房及び便所の出入口には、その旨の表示を行うこと。 

イ 便所内に男子用小便器を設ける場合には、そのうち１以上を床置式の小便器、壁掛式の小便器（受

け口の高さが35センチメートル以下のものに限る。）その他これらに類する小便器とすること。 

   附 則 

１ この規則は、令和８年10月１日（以下

「施行日」という。）から施行する。 

２ この規則による改正後の世田谷区ユニ

バーサルデザイン推進条例施行規則の規

定は、施行日以後に行われる世田谷区ユ

ニバーサルデザイン推進条例（平成19年

３月世田谷区条例第27号）第14条の規定

による届出（以下「条例の規定による届

出」という。）に係る同条例第２条第２号

に規定する生活環境の整備（以下「生活

環境の整備」という。）について適用し、

施行日前に行われた条例の規定による届

出に係る生活環境の整備については、な

お従前の例による。 

                    

告   示 
                    

◎世田谷区告示第558号 

 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第19

条の10第１項及び第59条の４第１項の規定

による指定小児慢性特定疾病医療機関の指

定の更新をしたので、同法第19条の19第１

号及び第59条の４第１項の規定により別紙

のとおり告示する。 

  令和８年８月３日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第559号 

 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第19

条の14及び第59条の４第１項の規定による

指定事項の変更の届出があったので、同法

第19条の19第２号及び第59条の４第１項の

規定により別紙のとおり告示する。 

  令和８年８月３日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第560号 

 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第19

条の15の規定による指定小児慢性特定疾病

医療機関の指定の辞退があったので、同法

第19条の19第３号及び第59条の４第１項の

規定により別紙のとおり告示する。 

  令和８年８月３日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第561号 

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21

条の５の15第１項及び第59条の４第１項の

規定により指定障害児通所支援事業者を指

定したので、同法第21条の５の25第１号及

び第59条の４第１項の規定により告示する。 

  令和８年８月３日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 事業所の名称     放課後等デ

イサービス

  ウィズ・

ユー世田谷

奥沢 

２ 事業所の所在地    東京都世田

谷区奥沢四

丁目４番６

号ＡＬＥＸ

奥沢１階 

３ 申請者の名称     株式会社オ

プティマム

 ・キャピタ

ル・アドバ

イザリー 

４ 指定年月日      令和８年８

月１日 

５ 障害児通所支援の種類 保育所等訪

問支援 

                    

◎世田谷区告示第562号 

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21

条の５の15第１項及び第59条の４第１項の

規定により指定障害児通所支援事業者を指

定したので、同法第21条の５の25第１号及
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Ａ 便所設置階が直接地上へ通ずる出入口のある階であり、かつ、車椅子使用者用便房を１以上（当

該車椅子使用者用便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれ１以上）設

ける施設が同一敷地内の当該出入口に近接する位置にある場合 

Ｂ 便所設置階の多数の者が利用する便所に設けるべき車椅子使用者用便房の全部又は一部を、当

該便所設置階以外の便所設置階の多数の者が利用する便所に設ける場合 

Ｃ 次のａ又はｂに掲げる便所設置階の区分に応じ、当該ａ又はｂに定める場合 

ａ 男子用の多数の者が利用する便所のみを設ける便所設置階 当該多数の者が利用する便所の

うち１以上（当該便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、（ア）に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、男子用の車椅子使用者用便房

を１以上設ける場合 

ｂ 女子用の多数の者が利用する便所のみを設ける便所設置階 当該多数の者が利用する便所の

うち１以上（当該便所設置階の床面積が10,000平方メートルを超える場合にあっては、（ア）に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める数以上）に、女子用の車椅子使用者用便房

を１以上設ける場合 

Ｄ 床面積が1,000平方メートル未満の便所設置階を有する建築物に、床面積が1,000平方メートル

未満の階の床面積の合計に1,000分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた数）（1,000平方メートル未満の便所設置階（車椅子使用者用便房のみを設け

る多数の者が利用する便所のみを設けるものを除く。）の階数に相当する数を超える場合にあっ

ては、当該階数に相当する数）にア本文の規定により床面積が1,000平方メートル以上の便所設置

階に設けるべき車椅子使用者用便房の数を加えた数（（イ）Ａに規定する施設が（イ）Ａに規定する位置

にある場合にあっては、当該数から当該施設に設ける車椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用

便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）の数

を差し引いた数）以上の車椅子使用者用便房（当該車椅子使用者用便房（男子用の多数の者が利

用する便所及び女子用の多数の者が利用する便所を設ける階に設けるものに限る。）に男子用及

び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれの車椅子使用者用便房）を設ける場合 

イ 前号に定めるもののほか、多数の者が利用する便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上は、

車椅子使用者用便房を１以上設けること。 

ウ 車椅子使用者用便房は、次に掲げる構造のものとすること。 

（ア） 腰掛便座、手すり等が適切に配置されていること。 

（イ） 車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間が確保されていること。 

⑷ 多数の者が利用する便所を設ける場合には、当該便所のうち１以上（男子用及び女子用の区別がある

ときは、それぞれ１以上）は、次に掲げるものとすること。 

ア 便所（床面積の合計が1,000平方メートル以上の場合に限る。）内に、高齢者、障害者等の円滑な利

用に適した構造を有するオストメイト対応汚物流し等の水洗器具を設けた便房を１以上設け、当該便

房及び便所の出入口には、その旨の表示を行うこと。 

イ 便所内に男子用小便器を設ける場合には、そのうち１以上を床置式の小便器、壁掛式の小便器（受

け口の高さが35センチメートル以下のものに限る。）その他これらに類する小便器とすること。 

   附 則 

１ この規則は、令和８年10月１日（以下

「施行日」という。）から施行する。 

２ この規則による改正後の世田谷区ユニ

バーサルデザイン推進条例施行規則の規

定は、施行日以後に行われる世田谷区ユ

ニバーサルデザイン推進条例（平成19年

３月世田谷区条例第27号）第14条の規定

による届出（以下「条例の規定による届

出」という。）に係る同条例第２条第２号

に規定する生活環境の整備（以下「生活

環境の整備」という。）について適用し、

施行日前に行われた条例の規定による届

出に係る生活環境の整備については、な

お従前の例による。 

                    

告   示 
                    

◎世田谷区告示第558号 

 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第19

条の10第１項及び第59条の４第１項の規定

による指定小児慢性特定疾病医療機関の指

定の更新をしたので、同法第19条の19第１

号及び第59条の４第１項の規定により別紙

のとおり告示する。 

  令和８年８月３日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第559号 

 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第19

条の14及び第59条の４第１項の規定による

指定事項の変更の届出があったので、同法

第19条の19第２号及び第59条の４第１項の

規定により別紙のとおり告示する。 

  令和８年８月３日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第560号 

 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第19

条の15の規定による指定小児慢性特定疾病

医療機関の指定の辞退があったので、同法

第19条の19第３号及び第59条の４第１項の

規定により別紙のとおり告示する。 

  令和８年８月３日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第561号 

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21

条の５の15第１項及び第59条の４第１項の

規定により指定障害児通所支援事業者を指

定したので、同法第21条の５の25第１号及

び第59条の４第１項の規定により告示する。 

  令和８年８月３日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 事業所の名称     放課後等デ

イサービス

  ウィズ・

ユー世田谷

奥沢 

２ 事業所の所在地    東京都世田

谷区奥沢四

丁目４番６

号ＡＬＥＸ

奥沢１階 

３ 申請者の名称     株式会社オ

プティマム

 ・キャピタ

ル・アドバ

イザリー 

４ 指定年月日      令和８年８

月１日 

５ 障害児通所支援の種類 保育所等訪

問支援 

                    

◎世田谷区告示第562号 

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21

条の５の15第１項及び第59条の４第１項の

規定により指定障害児通所支援事業者を指

定したので、同法第21条の５の25第１号及
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び第59条の４第１項の規定により告示する。 

  令和８年８月３日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 事業所の名称     レアレアキ

ッズ 

２ 事業所の所在地    東京都世田

谷区奥沢七

丁目10番５

号フィルパ

ーク九品仏

２階 

３ 申請者の名称     レアレアキ

ッズ株式会

社 

４ 指定年月日      令和８年８

月１日 

５ 障害児通所支援の種類 児童発達支

援・放課後

等デイサー

ビス 

                    

◎世田谷区告示第563号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第

１項の規定に基づき、特別区道路線の区域

を次のように変更する。 

 この関係図面は、令和８年８月５日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月５日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

２ 変更の区間 

 世田谷区若林三丁目165番１の内 

３ 変更の区域 

   延 長  6.11メートル 

   幅 員  1.00メートルから 

        1.07メートルまで 

    面 積  5.54平方メートル 

                    

◎世田谷区告示第564号 

世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第４条第２

項の規定に基づき区管理道路線の区域を次

のように変更し、同規則第６条の２の規定

に基づきその供用を開始する。 

この関係図面は、令和８年８月５日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月５日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 指定番号 

45－Ｇ164 

２ 変更の区間 

世田谷区喜多見三丁目4280番１の

内 

３ 変更の区域 

延 長  14.63メートル 

幅 員  0.64メートルから 

     0.65メートルまで 

面 積  9.48平方メートル 

４ 供用開始の期日 

令和８年８月５日 

                    

◎世田谷区告示第565号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第

１項の規定に基づき、特別区道路線の区域

を次のように変更する。 

 この関係図面は、令和８年８月５日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月５日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区上祖師谷二丁目382番88 

 ３ 変更の区域 

    延 長  6.98メートル 

    幅 員  0.24メートル 

    面 積  1.72平方メートル 

                    

◎世田谷区告示第566号 

区管理水路を次のように設置するので、

世田谷区公共物管理条例施行規則（平成14

年３月世田谷区規則第45号）第７条の規定

に基づき、告示する。 

この関係図面は、令和８年８月５日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月５日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 番号 

⑴ 21－Ｚ119 

⑵ 21－Ｚ120 

２ 区間 

⑴ 世田谷区梅丘二丁目1340番１地先

無番 

⑵ 世田谷区梅丘二丁目1340番１地先

無番 

３ 用途 

⑴ 区管理水路 

⑵ 区管理水路 

                    

◎世田谷区告示第567号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第

２項の規定に基づき、特別区道路線の供用

を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月６日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月６日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 認定番号 

    36－５ 

２ 供用開始の区間 

世田谷区野沢二丁目92番61 

３ 供用開始の区域 

    延 長  9.48メートル 

幅 員  2.85メートルから 

     2.98メートルまで 

面 積  27.67平方メートル 

４ 供用開始の期日 

   令和８年８月６日 

                    

◎世田谷区告示第568号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月６日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月６日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

２ 変更の区間 

世田谷区宇奈根二丁目159番12の

内から159番10の内まで 

３ 変更の区域 

    延 長  9.27メートル 

    幅 員  0.63メートル 

    面 積  6.07平方メートル 

４ 供用開始の期日 

    令和８年８月６日 

                    

◎世田谷区告示第569号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月６日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月６日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    31－20 

 ２ 変更の区間 

世田谷区野沢四丁目233番28の内 

 ３ 変更の区域 

    延 長  4.99メートル 

    幅 員  0.00メートルから 

         0.05メートルまで 

面 積  0.14平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和８年８月６日 

                    

◎世田谷区告示第570号 

 世田谷区街づくり条例（平成７年３月世

田谷区条例第17号）第11条第１項の規定に

より、地区街づくり計画を策定したので、

同条例第15条第１項の規定により、次のと

おり告示し、当該地区街づくり計画の図書

を公衆の縦覧に供する。 

  令和８年８月６日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 地区街づくり計画の名称 

    代田地区地区街づくり計画 

 ２ 地区街づくり計画を策定する土地の

位置及び区域 

    世田谷区代田一丁目、代田二丁目、

代田三丁目、代田四丁目、代田五丁

目及び代田六丁目各地内 

 ３ 縦覧場所 

    世田谷区北沢総合支所街づくり課

及び世田谷区都市整備政策部都市計

画課 

                    

◎世田谷区告示第571号 

 世田谷区街づくり条例（平成７年３月世

田谷区条例第17号）第24条第１項の規定に

より、街づくり誘導地区を指定したので、

同条第３項の規定により、次のとおり告示

する。 

  令和８年８月６日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 街づくり誘導地区の名称 

    代田地区街づくり誘導地区 
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 ２ 街づくり誘導地区を指定する土地の

位置及び区域 

    世田谷区代田一丁目、代田二丁目、

代田三丁目、代田四丁目、代田五丁

目及び代田六丁目各地内 

 ３ 街づくり誘導地区を指定する区域に

係る地区街づくり計画の名称 

    代田地区地区街づくり計画 

 ４ 街づくり誘導地区において届出をす

べき建築行為等の種類 

    世田谷区街づくり条例の施行等に

関する規則（平成７年３月世田谷区

規則第38号）第15条第１号、第２号

及び第３号に掲げる建築行為等 

 ５ 街づくり誘導地区において届出をす

べき建築行為等の期間の始期 

    令和８年９月５日 

                    

◎世田谷区告示第572号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第

１項の規定に基づき、特別区道路線の区域

を次のように変更する。 

 この関係図面は、令和８年８月７日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月７日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区若林三丁目165番15の内 

 ３ 変更の区域 

    延 長  7.84メートル 

    幅 員  0.53メートルから 

         0.85メートルまで 

    面 積  4.86平方メートル 

                    

◎世田谷区告示第573号 

 建築基準法（昭和25年法律第201号）第42

条第１項第５号の規定により、次のとおり

道路の位置の指定をした。 

 なお、関係図面は、世田谷区防災街づく

り担当部建築安全課において縦覧に供する。 

  令和８年８月７日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定番号  第2972号 

 ２ 指定年月日 令和８年８月６日 

 ３ 指定の位置 世田谷区奥沢五丁目

285番12の一部 

 ４ 道路の幅員 4.00メートル 

 ５ 道路の延長 9.63メートル 

 ６ 申請者氏名 株式会社レーベンホー

ムビルド 

         代表取締役 原 忠行 

                    

◎世田谷区告示第574号 

 電線共同溝の整備等に関する特別措置法

（平成７年法律第39号）第３条第１項の規

定に基づき、電線共同溝を整備すべき道路

を指定したので、同条第４項の規定により、

次のとおり公示する。 

  令和８年８月７日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定年月日 

    令和８年８月７日 

２ 指定区間 

   世田谷区奥沢三丁目47番から33番

先まで 

３ 指定区域 

   延 長  87.42メートル 

   幅 員  11.92メートルから 

        12.05メートルまで 

                    

◎世田谷区告示第575号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月10日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月10日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

２ 変更の区間 

世田谷区経堂二丁目228番53 

３ 変更の区域 

    延 長  5.98メートル 

    幅 員  0.24メートルから 

         0.25メートルまで 

    面 積  1.48平方メートル 

４ 供用開始の期日 

    令和８年８月10日 

                    

◎世田谷区告示第576号 

世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第４条第２

項の規定に基づき区管理道路線の区域を次

のように変更し、同規則第６条の２の規定

に基づきその供用を開始する。 

この関係図面は、令和８年８月12日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月12日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 指定番号 

23－Ｇ064 

２ 変更の区間 

世田谷区桜丘一丁目2610番３の内 

３ 変更の区域 

延 長  15.27メートル 

幅 員  1.07メートル 

面 積  16.40平方メートル 

４ 供用開始の期日 

令和８年８月12日 

                    

◎世田谷区告示第577号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月12日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月12日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    34－25 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区上北沢五丁目1165番88の

内 

 ３ 変更の区域 

    延 長  9.45メートル 

    幅 員  0.15メートルから 

         0.18メートルまで 

    面 積  1.62平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和８年８月12日 

                    

◎世田谷区告示第578号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月13日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月13日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

２ 変更の区間 

世田谷区駒沢二丁目962番32の内 

３ 変更の区域 

    延 長  18.48メートル 

    幅 員  0.69メートルから 

         0.71メートルまで 

    面 積  12.95平方メートル 

４ 供用開始の期日 

    令和８年８月13日 

                    

◎世田谷区告示第579号 

世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第４条第２

項の規定に基づき区管理道路線の区域を次

のように変更し、同規則第６条の２の規定

に基づきその供用を開始する。 

この関係図面は、令和８年８月13日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月13日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 指定番号 

45－Ｇ020 

２ 変更の区間 

世田谷区玉川三丁目1651番４の内

から1650番５の内まで 

３ 変更の区域 

延 長  3.57メートル 

幅 員  0.62メートル 

面 積  2.13平方メートル 

４ 供用開始の期日 

令和８年８月13日 

                    

◎世田谷区告示第580号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第78

条の５第２項及び第115条の15第２項の規

定による指定地域密着型サービス事業及び

指定地域密着型介護予防サービス事業の廃

止の届出があったので、同法第78条の11第

２号及び第115条の20第２号の規定により告

示する。 

  令和８年８月13日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業所の名称   グループホーム

ひかり 

 ２ 事業所の所在地  茨城県水戸市小

吹町267番地43 

 ３ 事業者の名称   株式会社伊藤建

設 
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 ２ 街づくり誘導地区を指定する土地の

位置及び区域 

    世田谷区代田一丁目、代田二丁目、

代田三丁目、代田四丁目、代田五丁

目及び代田六丁目各地内 

 ３ 街づくり誘導地区を指定する区域に

係る地区街づくり計画の名称 

    代田地区地区街づくり計画 

 ４ 街づくり誘導地区において届出をす

べき建築行為等の種類 

    世田谷区街づくり条例の施行等に

関する規則（平成７年３月世田谷区

規則第38号）第15条第１号、第２号

及び第３号に掲げる建築行為等 

 ５ 街づくり誘導地区において届出をす

べき建築行為等の期間の始期 

    令和８年９月５日 

                    

◎世田谷区告示第572号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第

１項の規定に基づき、特別区道路線の区域

を次のように変更する。 

 この関係図面は、令和８年８月７日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月７日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区若林三丁目165番15の内 

 ３ 変更の区域 

    延 長  7.84メートル 

    幅 員  0.53メートルから 

         0.85メートルまで 

    面 積  4.86平方メートル 

                    

◎世田谷区告示第573号 

 建築基準法（昭和25年法律第201号）第42

条第１項第５号の規定により、次のとおり

道路の位置の指定をした。 

 なお、関係図面は、世田谷区防災街づく

り担当部建築安全課において縦覧に供する。 

  令和８年８月７日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定番号  第2972号 

 ２ 指定年月日 令和８年８月６日 

 ３ 指定の位置 世田谷区奥沢五丁目

285番12の一部 

 ４ 道路の幅員 4.00メートル 

 ５ 道路の延長 9.63メートル 

 ６ 申請者氏名 株式会社レーベンホー

ムビルド 

         代表取締役 原 忠行 

                    

◎世田谷区告示第574号 

 電線共同溝の整備等に関する特別措置法

（平成７年法律第39号）第３条第１項の規

定に基づき、電線共同溝を整備すべき道路

を指定したので、同条第４項の規定により、

次のとおり公示する。 

  令和８年８月７日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定年月日 

    令和８年８月７日 

２ 指定区間 

   世田谷区奥沢三丁目47番から33番

先まで 

３ 指定区域 

   延 長  87.42メートル 

   幅 員  11.92メートルから 

        12.05メートルまで 

                    

◎世田谷区告示第575号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月10日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月10日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

２ 変更の区間 

世田谷区経堂二丁目228番53 

３ 変更の区域 

    延 長  5.98メートル 

    幅 員  0.24メートルから 

         0.25メートルまで 

    面 積  1.48平方メートル 

４ 供用開始の期日 

    令和８年８月10日 

                    

◎世田谷区告示第576号 

世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第４条第２

項の規定に基づき区管理道路線の区域を次

のように変更し、同規則第６条の２の規定

に基づきその供用を開始する。 

この関係図面は、令和８年８月12日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月12日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 指定番号 

23－Ｇ064 

２ 変更の区間 

世田谷区桜丘一丁目2610番３の内 

３ 変更の区域 

延 長  15.27メートル 

幅 員  1.07メートル 

面 積  16.40平方メートル 

４ 供用開始の期日 

令和８年８月12日 

                    

◎世田谷区告示第577号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月12日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月12日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    34－25 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区上北沢五丁目1165番88の

内 

 ３ 変更の区域 

    延 長  9.45メートル 

    幅 員  0.15メートルから 

         0.18メートルまで 

    面 積  1.62平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和８年８月12日 

                    

◎世田谷区告示第578号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月13日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月13日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

２ 変更の区間 

世田谷区駒沢二丁目962番32の内 

３ 変更の区域 

    延 長  18.48メートル 

    幅 員  0.69メートルから 

         0.71メートルまで 

    面 積  12.95平方メートル 

４ 供用開始の期日 

    令和８年８月13日 

                    

◎世田谷区告示第579号 

世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第４条第２

項の規定に基づき区管理道路線の区域を次

のように変更し、同規則第６条の２の規定

に基づきその供用を開始する。 

この関係図面は、令和８年８月13日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月13日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 指定番号 

45－Ｇ020 

２ 変更の区間 

世田谷区玉川三丁目1651番４の内

から1650番５の内まで 

３ 変更の区域 

延 長  3.57メートル 

幅 員  0.62メートル 

面 積  2.13平方メートル 

４ 供用開始の期日 

令和８年８月13日 

                    

◎世田谷区告示第580号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第78

条の５第２項及び第115条の15第２項の規

定による指定地域密着型サービス事業及び

指定地域密着型介護予防サービス事業の廃

止の届出があったので、同法第78条の11第

２号及び第115条の20第２号の規定により告

示する。 

  令和８年８月13日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業所の名称   グループホーム

ひかり 

 ２ 事業所の所在地  茨城県水戸市小

吹町267番地43 

 ３ 事業者の名称   株式会社伊藤建

設 
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 ４ 廃止届受理年月日 令和８年７月29

日 

 ５ サービスの種類  認知症対応型共

同生活介護及び

介護予防認知症

対応型共同生活

介護 

                    

◎世田谷区告示第581号 

世田谷区みどりの基本条例（平成17年３

月世田谷区条例第13号）第13条第１項の規

定に基づく保存樹木等の指定の解除につい

て別紙のように告示する。 

  令和８年８月14日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第582号 

世田谷区みどりの基本条例（平成17年３

月世田谷区条例第13号）第13条第１項の規

定に基づく保存樹木等の指定の解除につい

て別紙のように告示する。 

  令和８年８月14日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第583号 

世田谷区みどりの基本条例（平成17年３

月世田谷区条例第13号）第９条第１項の規

定に基づく保存樹木等の指定について別紙

のように告示する。 

  令和８年８月14日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第584号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月17日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月17日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

41－41 

 ２ 変更の区間 

世田谷区東玉川一丁目153番14の

内から153番13の内まで 

３ 変更の区域 

   延 長  12.72メートル 

   幅 員  0.12メートルから 

        0.16メートルまで 

面 積  1.69平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和８年８月17日 

                    

◎世田谷区告示第585号 

世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第４条第２

項の規定に基づき区管理道路線の区域を次

のように変更し、同規則第６条の２の規定

に基づきその供用を開始する。 

この関係図面は、令和８年８月17日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月17日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 指定番号 

12－Ｇ31 

２ 変更の区間 

世田谷区上馬二丁目628番４の内

から628番２の内まで 

３ 変更の区域 

延 長  13.67メートル 

幅 員  0.59メートルから 

     0.63メートルまで 

面 積  8.50平方メートル 

４ 供用開始の期日 

令和８年８月17日 

                    

◎世田谷区告示第586号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月17日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月17日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

28－１ 

 ２ 変更の区間 

世田谷区太子堂二丁目344番15の

内 

３ 変更の区域 

   延 長  4.61メートル 

   幅 員  0.63メートル 

   面 積  2.92平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和８年８月17日 

                    

◎世田谷区告示第587号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第82

条第２項の規定による指定居宅介護支援事

業の廃止の届出があったので、同法第85条

第２号の規定により告示する。 

  令和８年８月17日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業所の名称   下馬訪問看護ス

テーション 

 ２ 事業所の所在地  東京都世田谷区

下馬六丁目23番

13号アーバンテ

ラス下馬107 

 ３ 事業者の名称   有限会社ハート

 ・21 

 ４ 廃止届受理年月日 令和８年８月３

日 

 ５ サービスの種類  居宅介護支援 

                    

◎世田谷区告示第588号 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第260

条の２第10項の規定に基づき地縁による団

体認可の告示をしたが、その告示事項に変

更があった旨の届出があったので、同項及

び地方自治法施行規則（昭和22年内務省令

第29号）第19条第１項第６号の規定により

次のとおり告示する。 

  令和８年８月18日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

以下省略 

                    

◎世田谷区告示第589号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第

２項の規定に基づき、特別区道路線の供用

を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月19日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月19日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 認定番号 

    28－１ 

２ 供用開始の区間 

世田谷区太子堂二丁目317番13か

ら317番14の内まで 

３ 供用開始の区域 

    延 長  5.48メートル 

幅 員  1.63メートルから 

     1.64メートルまで 

面 積  9.21平方メートル 

４ 供用開始の期日 

   令和８年８月19日 

                    

◎世田谷区告示第590号 

世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第４条第２

項の規定に基づき区管理道路線の区域を次

のように変更し、同規則第６条の２の規定

に基づきその供用を開始する。 

この関係図面は、令和８年８月19日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月19日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 指定番号 

12－Ｇ037 

２ 変更の区間 

世田谷区太子堂二丁目317番14の

内 

３ 変更の区域 

延 長  13.03メートル 

幅 員  1.01メートルから 

     1.12メートルまで 

面 積  14.12平方メートル 

４ 供用開始の期日 

令和８年８月19日 

                    

◎世田谷区告示第591号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月20日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月20日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

 ⑴ 43－34 

 ⑵ 28－１ 

 ２ 変更の区間 

  ⑴ 世田谷区北烏山七丁目2308番94の

内から2308番93まで 

  ⑵ 世田谷区北烏山七丁目2308番94の

内 

 ３ 変更の区域 

⑴ 延 長  11.98メートル 



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－14－ 

  幅 員  0.49メートル 

  面 積  6.29平方メートル 

⑵ 延 長  12.35メートル 

  幅 員  0.37メートルから 

       0.38メートルまで 

  面 積  4.79平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和８年８月20日 

                    

◎世田谷区告示第592号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第

１項の規定に基づき、特別区道路線の区域

を次のように変更する。 

 この関係図面は、令和８年８月20日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月20日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区上北沢五丁目1369番17か

ら1369番１の内まで 

３ 変更の区域 

   延 長  8.13メートル 

   幅 員  1.63メートルから 

        1.71メートルまで 

   面 積  13.64平方メートル 

                    

◎世田谷区告示第593号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月21日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月21日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    58－１ 

２ 変更の区間 

世田谷区瀬田五丁目306番３ 

３ 変更の区域 

    延 長  16.67メートル 

    幅 員  0.97メートルから 

         0.98メートルまで 

    面 積  16.30平方メートル 

４ 供用開始の期日 

    令和８年８月21日 

                    

◎世田谷区告示第594号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第79

条第１項の規定により指定居宅介護支援事

業者を指定したので、同法第85条第１号の

規定により告示する。 

  令和８年８月24日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 事業所の名称  Ｂｌｏｏｍｉｎｇ  

Ｌｉｆｅ 

２ 事業所の所在地 東京都世田谷区千歳

台六丁目４番６号藤

和シティーホームズ

千歳台101 

３ 事業者の名称  株式会社Ｂｌｏｏｍ

ｉｎｇ Ｐａｔｈ 

４ 指定年月日   令和８年９月１日 

５ サービスの種類 居宅介護支援 

                    

◎世田谷区告示第595号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第115

条の22第１項の規定により指定介護予防支

援事業者を指定したので、同法第115条の30

第１号の規定により告示する。 

  令和８年８月24日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 事業所の名称  Ｂｌｏｏｍｉｎｇ

  Ｌｉｆｅ 

２ 事業所の所在地 東京都世田谷区千

歳台六丁目４番６

号藤和シティーホ

ームズ千歳台101 

３ 事業者の名称  株式会社Ｂｌｏｏ

ｍｉｎｇ Ｐａｔ

ｈ 

４ 指定年月日   令和８年９月１日 

５ サービスの種類 介護予防支援 

                    

◎世田谷区告示第596号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月25日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月25日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

２ 変更の区間 

世田谷区駒沢二丁目58番12の内か

ら58番８の内まで 

３ 変更の区域 

    延 長  15.43メートル 

    幅 員  0.17メートルから 

         0.20メートルまで 

    面 積  3.12平方メートル 

４ 供用開始の期日 

    令和８年８月25日 

                    

◎世田谷区告示第597号 

 建築基準法（昭和25年法律第201号）第42

条第１項第５号の規定による指定道路につ

いて、次のとおり道路の指定の変更をした。 

 なお、関係図面は、世田谷区防災街づく

り担当部建築安全課において縦覧に供する。 

  令和８年８月25日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定変更番号  第2968号 

 ２ 指定変更年月日 令和８年８月20日 

 ３ 指定変更の位置 世田谷区大原二丁

目1293番８、1293

番９、1293番14、

1293番15、1295番

27の一部、1295番

34の一部、1295番

35の一部、1295番

37、1295番39の一

部、1295番41の一

部及び1295番43の

一部 

 ４ 道路の幅員   4.00メートル 

 ５ 道路の延長   35.89メートル 

 ６ 申請者氏名   東京都知事 小池

  百合子 

                    

◎世田谷区告示第598号 

 建築基準法（昭和25年法律第201号）第42

条第２項の規定による指定道路について、

次のとおり指定の取消しをした。 

 なお、関係図面は、世田谷区防災街づく

り担当部建築安全課において縦覧に供する。 

  令和８年８月25日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定取消番号  第2969号 

 ２ 指定取消年月日 令和８年８月20日 

 ３ 指定取消の位置 世田谷区松原二丁

目689番３の一部、

689番26の一部、

689番28の一部、

689番30の一部、

690番７の一部、

690番16、690番17

の一部、690番19、

690番20の一部、

690番22、690番47

の一部、690番49の

一部及び690番51

の一部 

 ４ 道路の幅員   4.00メートル 

 ５ 道路の延長   80.57メートル 

 ６ 申請者氏名   東京都知事 小池

  百合子 

                    

◎世田谷区告示第599号 

 建築基準法（昭和25年法律第201号）第42

条第１項第５号の規定による指定道路につ

いて、次のとおり指定の変更をした。 

 なお、関係図面は、世田谷区防災街づく

り担当部建築安全課において縦覧に供する。 

  令和８年８月25日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定変更番号  第2970号 

 ２ 指定変更年月日 令和８年８月20日 

 ３ 指定変更の位置 世田谷区松原二丁

目689番３の一部、

691番５及び691番

44 

 ４ 道路の幅員   4.00メートル 

 ５ 道路の延長   68.81メートル 

 ６ 申請者氏名   東京都知事 小池

  百合子 

                    

◎世田谷区告示第600号 

 建築基準法（昭和25年法律第201号）第42

条第２項の規定による指定道路について、

次のとおり指定の取消しをした。 

 なお、関係図面は、世田谷区防災街づく

り担当部建築安全課において縦覧に供する。 

  令和８年８月25日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定取消番号  第2971号 

 ２ 指定取消年月日 令和８年８月20日 

 ３ 指定取消の位置 世田谷区松原二丁

目689番３の一部、

692番２、692番５、

692番38の一部、

692番44の一部、

692番46の一部及
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  幅 員  0.49メートル 

  面 積  6.29平方メートル 

⑵ 延 長  12.35メートル 

  幅 員  0.37メートルから 

       0.38メートルまで 

  面 積  4.79平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和８年８月20日 

                    

◎世田谷区告示第592号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第

１項の規定に基づき、特別区道路線の区域

を次のように変更する。 

 この関係図面は、令和８年８月20日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月20日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区上北沢五丁目1369番17か

ら1369番１の内まで 

３ 変更の区域 

   延 長  8.13メートル 

   幅 員  1.63メートルから 

        1.71メートルまで 

   面 積  13.64平方メートル 

                    

◎世田谷区告示第593号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月21日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月21日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    58－１ 

２ 変更の区間 

世田谷区瀬田五丁目306番３ 

３ 変更の区域 

    延 長  16.67メートル 

    幅 員  0.97メートルから 

         0.98メートルまで 

    面 積  16.30平方メートル 

４ 供用開始の期日 

    令和８年８月21日 

                    

◎世田谷区告示第594号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第79

条第１項の規定により指定居宅介護支援事

業者を指定したので、同法第85条第１号の

規定により告示する。 

  令和８年８月24日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 事業所の名称  Ｂｌｏｏｍｉｎｇ  

Ｌｉｆｅ 

２ 事業所の所在地 東京都世田谷区千歳

台六丁目４番６号藤

和シティーホームズ

千歳台101 

３ 事業者の名称  株式会社Ｂｌｏｏｍ

ｉｎｇ Ｐａｔｈ 

４ 指定年月日   令和８年９月１日 

５ サービスの種類 居宅介護支援 

                    

◎世田谷区告示第595号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第115

条の22第１項の規定により指定介護予防支

援事業者を指定したので、同法第115条の30

第１号の規定により告示する。 

  令和８年８月24日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 事業所の名称  Ｂｌｏｏｍｉｎｇ

  Ｌｉｆｅ 

２ 事業所の所在地 東京都世田谷区千

歳台六丁目４番６

号藤和シティーホ

ームズ千歳台101 

３ 事業者の名称  株式会社Ｂｌｏｏ

ｍｉｎｇ Ｐａｔ

ｈ 

４ 指定年月日   令和８年９月１日 

５ サービスの種類 介護予防支援 

                    

◎世田谷区告示第596号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月25日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月25日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

２ 変更の区間 

世田谷区駒沢二丁目58番12の内か

ら58番８の内まで 

３ 変更の区域 

    延 長  15.43メートル 

    幅 員  0.17メートルから 

         0.20メートルまで 

    面 積  3.12平方メートル 

４ 供用開始の期日 

    令和８年８月25日 

                    

◎世田谷区告示第597号 

 建築基準法（昭和25年法律第201号）第42

条第１項第５号の規定による指定道路につ

いて、次のとおり道路の指定の変更をした。 

 なお、関係図面は、世田谷区防災街づく

り担当部建築安全課において縦覧に供する。 

  令和８年８月25日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定変更番号  第2968号 

 ２ 指定変更年月日 令和８年８月20日 

 ３ 指定変更の位置 世田谷区大原二丁

目1293番８、1293

番９、1293番14、

1293番15、1295番

27の一部、1295番

34の一部、1295番

35の一部、1295番

37、1295番39の一

部、1295番41の一

部及び1295番43の

一部 

 ４ 道路の幅員   4.00メートル 

 ５ 道路の延長   35.89メートル 

 ６ 申請者氏名   東京都知事 小池

  百合子 

                    

◎世田谷区告示第598号 

 建築基準法（昭和25年法律第201号）第42

条第２項の規定による指定道路について、

次のとおり指定の取消しをした。 

 なお、関係図面は、世田谷区防災街づく

り担当部建築安全課において縦覧に供する。 

  令和８年８月25日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定取消番号  第2969号 

 ２ 指定取消年月日 令和８年８月20日 

 ３ 指定取消の位置 世田谷区松原二丁

目689番３の一部、

689番26の一部、

689番28の一部、

689番30の一部、

690番７の一部、

690番16、690番17

の一部、690番19、

690番20の一部、

690番22、690番47

の一部、690番49の

一部及び690番51

の一部 

 ４ 道路の幅員   4.00メートル 

 ５ 道路の延長   80.57メートル 

 ６ 申請者氏名   東京都知事 小池

  百合子 

                    

◎世田谷区告示第599号 

 建築基準法（昭和25年法律第201号）第42

条第１項第５号の規定による指定道路につ

いて、次のとおり指定の変更をした。 

 なお、関係図面は、世田谷区防災街づく

り担当部建築安全課において縦覧に供する。 

  令和８年８月25日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定変更番号  第2970号 

 ２ 指定変更年月日 令和８年８月20日 

 ３ 指定変更の位置 世田谷区松原二丁

目689番３の一部、

691番５及び691番

44 

 ４ 道路の幅員   4.00メートル 

 ５ 道路の延長   68.81メートル 

 ６ 申請者氏名   東京都知事 小池

  百合子 

                    

◎世田谷区告示第600号 

 建築基準法（昭和25年法律第201号）第42

条第２項の規定による指定道路について、

次のとおり指定の取消しをした。 

 なお、関係図面は、世田谷区防災街づく

り担当部建築安全課において縦覧に供する。 

  令和８年８月25日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定取消番号  第2971号 

 ２ 指定取消年月日 令和８年８月20日 

 ３ 指定取消の位置 世田谷区松原二丁

目689番３の一部、

692番２、692番５、

692番38の一部、

692番44の一部、

692番46の一部及

 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－15－ 

び692番50 

 ４ 道路の幅員   4.00メートル 

 ５ 道路の延長   54.53メートル 

 ６ 申請者氏名   東京都知事 小池

  百合子 

                    

◎世田谷区告示第601号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月26日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月26日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

２ 変更の区間 

世田谷区野沢一丁目531番４の内 

３ 変更の区域 

    延 長  12.21メートル 

    幅 員  0.44メートルから 

         0.60メートルまで 

    面 積  6.34平方メートル 

４ 供用開始の期日 

    令和８年８月26日 

                    

◎世田谷区告示第602号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第

２項の規定に基づき、特別区道路線の供用

を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月26日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月26日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

２ 供用開始の区間 

世田谷区松原三丁目860番28から

859番35まで 

３ 供用開始の区域 

   延 長  48.74メートル 

   幅 員  0.00メートルから 

        4.06メートルまで 

   面 積  171.64平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和８年８月26日 

                    

◎世田谷区告示第603号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月26日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月26日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    60－９ 

 ２ 変更の区間 

世田谷区喜多見五丁目4285番６ 

 ３ 変更の区域 

    延 長  6.73メートル 

    幅 員  0.53メートルから 

         0.54メートルまで 

    面 積  3.63平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和８年８月26日 

                    

◎世田谷区告示第604号 

 令和７年９月29日世田谷区告示第582号

の一部を次のように訂正する。 

  令和８年８月26日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

告示中「（新）世田谷区桜一丁目729番８

地先無番から729番23地先無番まで」を

「（新）世田谷区桜一丁目729番23地先無番」

に訂正する。 

                    

◎世田谷区告示第605号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月26日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月26日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区世田谷二丁目802番11地

先無番 

 ３ 変更の区域 

    延 長  18.79メートル 

    幅 員  2.36メートル 

    面 積  44.43平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和８年８月26日 

                    

◎世田谷区告示第606号 

世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第５条第２

項の規定に基づき、区管理道路線の一部を

次のように廃止する。 

 この関係図面は、令和８年８月26日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月26日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定番号 

    23－Ｇ054－01 

 ２ 一部を廃止する起終点 

   （旧） 世田谷区桜一丁目729番23

地先無番 

   （新） 世田谷区桜一丁目729番23

地先無番 

 ３ 廃止の期日 

    令和８年８月26日 

                    

◎世田谷区告示第607号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第

１項の規定に基づき、特別区道路線の区域

を次のように変更する。 

 この関係図面は、令和８年８月26日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月26日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    54－７ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区若林四丁目270番25から

270番26まで 

 ３ 変更の区域 

    延 長  22.15メートル 

    幅 員  1.05メートルから 

         1.24メートルまで 

    面 積  25.61平方メートル 

                    

◎世田谷区告示第608号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第79

条第１項の規定により指定居宅介護支援事

業者を指定したので、同法第85条第１号の

規定により告示する。 

  令和８年８月26日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 事業所の名称  青藍会在宅医療支

援センター祖師谷

指定居宅介護支援

事業所 

２ 事業所の所在地 東京都世田谷区祖

師谷三丁目７番９

号ＡＹビル１階 

３ 事業者の名称  社会福祉法人青藍

会 

４ 指定年月日   令和８年９月１日 

５ サービスの種類 居宅介護支援 

                    

◎世田谷区告示第609号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第79

条第１項の規定により指定居宅介護支援事

業者を指定したので、同法第85条第１号の

規定により告示する。 

  令和８年８月26日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 事業所の名称  青藍会在宅医療支

援センター梅丘指

定居宅介護支援事

業所 

２ 事業所の所在地 東京都世田谷区梅

丘一丁目59番９号

第２ツノダビル２

階 

３ 事業者の名称  社会福祉法人青藍

会 

４ 指定年月日   令和８年９月１日 

５ サービスの種類 居宅介護支援 

                    

◎世田谷区告示第610号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月27日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月27日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 変更の区間 

世田谷区三宿二丁目383番21の内 

 ３ 変更の区域 

    延 長  7.35メートル 

    幅 員  0.73メートルから 

         0.76メートルまで 

面 積  5.49平方メートル 



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－16－ 

 ４ 供用開始の期日 

    令和８年８月27日 

                    

◎世田谷区告示第611号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月27日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月27日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

28－１ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区祖師谷三丁目438番77の

内から438番33の内まで 

 ３ 変更の区域 

    延 長  10.77メートル 

    幅 員  0.17メートルから 

         0.19メートルまで 

    面 積  1.97平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和８年８月27日 

                    

◎世田谷区告示第612号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第

１項の規定に基づき、特別区道路線の区域

を次のように変更する。 

 この関係図面は、令和８年８月27日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月27日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区祖師谷三丁目438番77の

内から438番78の内まで 

 ３ 変更の区域 

    延 長  0.04メートル 

    幅 員  0.19メートル 

    面 積  0.007平方メートル 

                    

◎世田谷区告示第613号 

世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第４条第２

項の規定に基づき区管理道路線の区域を次

のように変更し、同規則第６条の２の規定

に基づきその供用を開始する。 

この関係図面は、令和８年８月27日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月27日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 指定番号 

33－Ｇ127 

２ 変更の区間 

世田谷区東玉川一丁目146番37 

３ 変更の区域 

延 長  8.83メートル 

幅 員  1.88メートルから 

     2.00メートルまで 

面 積  17.95平方メートル 

４ 供用開始の期日 

令和８年８月27日 

                    

◎世田谷区告示第614号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月28日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月28日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

40－44 

 ２ 変更の区間 

世田谷区給田四丁目832番46 

３ 変更の区域 

    延 長  18.99メートル 

    幅 員  1.00メートル 

面 積  19.03平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和８年８月28日 

                    

◎世田谷区告示第615号 

世田谷区みどりの基本条例（平成17年３

月世田谷区条例第13号）第13条第１項の規

定に基づく保存樹木等の指定の解除につい

て別紙のように告示する。 

  令和８年８月28日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第616号 

 建築基準法（昭和25年法律第201号）第42

条第１項第５号の規定による指定道路につ

いて、次のとおり指定の取消しをした。 

 なお、関係図面は、世田谷区防災街づく

り担当部建築安全課において縦覧に供する。 

  令和８年８月31日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定取消番号  第2973号 

 ２ 指定取消年月日 令和８年８月28日 

 ３ 指定取消の位置 世田谷区池尻二丁

目１番33の一部 

 ４ 道路の幅員   6.18メートル 

 ５ 道路の延長   58.30メートル 

 ６ 申請者氏名   東京都知事 小池

  百合子 

                    

◎世田谷区告示第617号 

世田谷区特別区税条例（昭和39年12月世

田谷区条例第74号。以下「条例」という。）

第７条の規定により地方税法（昭和25年法

律第226号）又は条例に定める申告、申請、

請求、届出その他書類の提出（審査請求に

関するものを除く。）又は納付若しくは納入

に関する期限（以下「納期限等」という。）

を次のように延長する。 

  令和８年８月31日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

区税の納税者のうち住所若しくは居所が

次の表に掲げる指定地域にあるもの又は区

税の特別徴収義務者のうち事務所若しくは

事業所の所在地が次の表に掲げる地域にあ

るものに係る納期限等で、当該区税の納期

限等が令和８年７月28日以降に到来するも

のについては、その納期限等を別に告示で

定める期日まで延長する。 

指定地域 

熊本県八代市、宇土市、宇城市及び八代

郡氷川町 

                    

公   告 
                    

◎世田谷区公告第60号 

   開発行為に関する工事の完了公告 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第29

条第１項の規定に基づき許可した次の開発

行為に関する工事は、完了した。 

  令和８年８月５日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 開発区域又は

工区に含まれる

地域の名称 

２ 許可を受けた者

の住所及び氏名 

東京都世田谷区 

等々力七丁目 

 50番９の一部 

大阪府大阪市 

北区芝田一丁目１番

４号 

阪急ターミナルビル

内 

阪急阪神不動産株式

会社 

代表取締役 福井 

康樹 

                    

◎世田谷区公告第61号 

屋外広告物法（昭和24年法律第189号）第

７条第４項の規定に基づき除却した屋外広

告物等を別紙のとおり保管しているので公

告する。 

  令和８年８月13日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区公告第62号 

   開発行為に関する工事の完了公告 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第29

条第１項の規定に基づき許可した次の開発

行為に関する工事は、完了した。 

  令和８年８月14日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 開発区域又は

工区に含まれる

地域の名称 

２ 許可を受けた者

の住所及び氏名 

東京都世田谷区 

粕谷二丁目 

186番４ 

186番17 

186番18 

186番19 

186番20 

186番21 

東京都新宿区 

西新宿二丁目６番１

号 

新宿住友ビル31階 

アグレ都市デザイン

株式会社 

代表取締役 大林 

竜一 

                    

◎世田谷区公告第63号 

   開発行為に関する工事の完了公告 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第29

条第１項の規定に基づき許可した次の開発

行為に関する工事は、完了した。 

  令和８年８月17日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

以下省略 

                    



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－16－ 

 ４ 供用開始の期日 

    令和８年８月27日 

                    

◎世田谷区告示第611号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月27日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月27日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

28－１ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区祖師谷三丁目438番77の

内から438番33の内まで 

 ３ 変更の区域 

    延 長  10.77メートル 

    幅 員  0.17メートルから 

         0.19メートルまで 

    面 積  1.97平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和８年８月27日 

                    

◎世田谷区告示第612号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第

１項の規定に基づき、特別区道路線の区域

を次のように変更する。 

 この関係図面は、令和８年８月27日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月27日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区祖師谷三丁目438番77の

内から438番78の内まで 

 ３ 変更の区域 

    延 長  0.04メートル 

    幅 員  0.19メートル 

    面 積  0.007平方メートル 

                    

◎世田谷区告示第613号 

世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第４条第２

項の規定に基づき区管理道路線の区域を次

のように変更し、同規則第６条の２の規定

に基づきその供用を開始する。 

この関係図面は、令和８年８月27日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月27日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 指定番号 

33－Ｇ127 

２ 変更の区間 

世田谷区東玉川一丁目146番37 

３ 変更の区域 

延 長  8.83メートル 

幅 員  1.88メートルから 

     2.00メートルまで 

面 積  17.95平方メートル 

４ 供用開始の期日 

令和８年８月27日 

                    

◎世田谷区告示第614号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和８年８月28日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和８年８月28日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

40－44 

 ２ 変更の区間 

世田谷区給田四丁目832番46 

３ 変更の区域 

    延 長  18.99メートル 

    幅 員  1.00メートル 

面 積  19.03平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和８年８月28日 

                    

◎世田谷区告示第615号 

世田谷区みどりの基本条例（平成17年３

月世田谷区条例第13号）第13条第１項の規

定に基づく保存樹木等の指定の解除につい

て別紙のように告示する。 

  令和８年８月28日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第616号 

 建築基準法（昭和25年法律第201号）第42

条第１項第５号の規定による指定道路につ

いて、次のとおり指定の取消しをした。 

 なお、関係図面は、世田谷区防災街づく

り担当部建築安全課において縦覧に供する。 

  令和８年８月31日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定取消番号  第2973号 

 ２ 指定取消年月日 令和８年８月28日 

 ３ 指定取消の位置 世田谷区池尻二丁

目１番33の一部 

 ４ 道路の幅員   6.18メートル 

 ５ 道路の延長   58.30メートル 

 ６ 申請者氏名   東京都知事 小池

  百合子 

                    

◎世田谷区告示第617号 

世田谷区特別区税条例（昭和39年12月世

田谷区条例第74号。以下「条例」という。）

第７条の規定により地方税法（昭和25年法

律第226号）又は条例に定める申告、申請、

請求、届出その他書類の提出（審査請求に

関するものを除く。）又は納付若しくは納入

に関する期限（以下「納期限等」という。）

を次のように延長する。 

  令和８年８月31日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

区税の納税者のうち住所若しくは居所が

次の表に掲げる指定地域にあるもの又は区

税の特別徴収義務者のうち事務所若しくは

事業所の所在地が次の表に掲げる地域にあ

るものに係る納期限等で、当該区税の納期

限等が令和８年７月28日以降に到来するも

のについては、その納期限等を別に告示で

定める期日まで延長する。 

指定地域 

熊本県八代市、宇土市、宇城市及び八代

郡氷川町 

                    

公   告 
                    

◎世田谷区公告第60号 

   開発行為に関する工事の完了公告 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第29

条第１項の規定に基づき許可した次の開発

行為に関する工事は、完了した。 

  令和８年８月５日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 開発区域又は

工区に含まれる

地域の名称 

２ 許可を受けた者

の住所及び氏名 

東京都世田谷区 

等々力七丁目 

 50番９の一部 

大阪府大阪市 

北区芝田一丁目１番

４号 

阪急ターミナルビル

内 

阪急阪神不動産株式

会社 

代表取締役 福井 

康樹 

                    

◎世田谷区公告第61号 

屋外広告物法（昭和24年法律第189号）第

７条第４項の規定に基づき除却した屋外広

告物等を別紙のとおり保管しているので公

告する。 

  令和８年８月13日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区公告第62号 

   開発行為に関する工事の完了公告 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第29

条第１項の規定に基づき許可した次の開発

行為に関する工事は、完了した。 

  令和８年８月14日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 開発区域又は

工区に含まれる

地域の名称 

２ 許可を受けた者

の住所及び氏名 

東京都世田谷区 

粕谷二丁目 

186番４ 

186番17 

186番18 

186番19 

186番20 

186番21 

東京都新宿区 

西新宿二丁目６番１

号 

新宿住友ビル31階 

アグレ都市デザイン

株式会社 

代表取締役 大林 

竜一 

                    

◎世田谷区公告第63号 

   開発行為に関する工事の完了公告 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第29

条第１項の規定に基づき許可した次の開発

行為に関する工事は、完了した。 

  令和８年８月17日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

以下省略 

                    

 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－17－ 

◎世田谷区公告第64号 

マンションの再生等の円滑化に関する法

律（平成14年法律第78号）第34条第１項の

規定に基づき、定款の変更を認可したので、

同条第２項において準用する同法第14条第

１項の規定により、次のとおり公告する。 

  令和８年８月20日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 組合の名称 

    二子玉川第２スカイハイツマンシ

ョン建替組合 

 ２ 建替前マンションの名称及びその敷

地の区域 

    二子玉川第２スカイハイツ 

    東京都世田谷区玉川一丁目1937番

44 

 ３ 再生後マンションの敷地の区域 

    東京都世田谷区玉川一丁目1937番

44 

 ４ 事業施行期間 

    マンション再生組合設立認可公告

の日から令和８年３月まで 

５ 事務所の所在地 

東京都世田谷区玉川一丁目９番５

号 

６ 設立認可の年月日 

    令和３年３月31日 

 ７ 変更内容 

    組合の名称を「二子玉川第２スカ

イハイツマンション再生組合」に変

更する。 

８ 定款の変更の認可の年月日 

令和８年８月20日 

                    

◎世田谷区公告第65号 

道路法（昭和27年法律第180号）第44条の

３第１項及び第２項の規定により、特別区

道上の違法放置等物件を除去し、保管して

いるので、同条第３項の規定により別紙の

とおり公告する。 

  令和８年８月26日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区公告第66号 

屋外広告物法（昭和24年法律第189号）第

７条第４項の規定に基づき除却した屋外広

告物等を別紙のとおり保管しているので公

告する。 

  令和８年８月28日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

告   示（教） 
                    

◎世田谷区教育委員会告示第７号 

 世田谷区教育委員会会計年度任用職員の

報酬の額に関する規程（令和２年４月１日

世田谷区教育委員会告示第１号）の一部を

次のように改正する。 

  令和８年８月31日 

世田谷区教育委員会 

 本則の表インクルーシブ教育支援員の項

の次に次のように加える。 

 

図書館業務員 月額 91,612円 18,322円 109,934円 

附 則 

この規程は、令和８年９月１日から施行

する。 

                    

告   示（農） 
                    

◎世田谷区農業委員会告示第８号 

 農業委員会等に関する法律（昭和26年法

律第88号）第27条第１項の規定に基づき、

第１回世田谷区農業委員会総会を次のとお

り開催する。 

  令和８年８月14日 

    世田谷区農業委員会会長 

 宍 戸 幸 男 

 １ 開催日時 令和８年８月27日（木） 

午後３時 

 ２ 開催場所 三茶しゃれなあどホール

５階 オリオン 

 ３ 審議事項 

  ⑴ 第１号議案 農地法に基づく許可

申請について 

  ⑵ 第２号議案 農地法に基づく転用

届出について 

  ⑶ 第３号議案 その他の事項につい

て 

                    

告   示（監） 
                    

◎世田谷区監査委員告示第４号 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第243

条の２の８第３項及び第199条第６項の規定

により実施した職員の賠償責任及び長の要

求監査結果報告書を、公表する。 

  令和８年８月21日 

世田谷区監査委員 大 塚   勇 

同        市 川   穣 

同        和 田 秀 壽 

同        河 村 みどり 

 

 

 

  



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－18－ 

  



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－19－ 

  



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－20－ 

  



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－21－ 

  



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－22－ 

  



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－23－ 

  



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－24－ 

  



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－25－ 

  



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－26－ 

  



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－27－ 

  



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－28－ 

  



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－29－ 

  



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－30－ 

  



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－31－ 

  



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－32－ 

  



 

 

令和８年９月24日（第786号） 

－33－ 
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